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第１０節 九州総合通信局 

770MHz 超 3.4GHz 以下の周波数の利用状況の概況【九州】 

 

（１）九州総合通信局管内の主な概要 

管轄地域内の都道府県 
福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、

大分県、宮崎県、鹿児島県 

管轄地域内の免許人数 （注） 23.0 千人 

管轄地域内の無線局数 （注） 2,346.0 万局 

（注） 770MHz 超 3.4GHz 以下の周波数を利用しているもの 

 

（２）九州総合通信局管内における 770MHz 超 3.4GHz 以下の周波数の利用状況の概要 

平成 22 年度の電波の利用状況調査においては、770MHz を超え 3.4GHz 以下の周波

数帯域を７の周波数区分に分けて、その周波数区分ごとに評価する。 

まず、九州総合通信局管内（以下「九州管内」という。）における無線局数の割

合から７の周波数区分の利用状況をみると、1.7GHz 帯及び 2GHz 帯携帯無線通信に

多く利用されている 1.71GHz を超え 2.4GHz 以下の周波数を使用している無線局数の

割合が最も多く、770MHz を超え 3.4GHz 以下の周波数全体の 63.6％となっている。

次いで 800MHz 帯携帯無線通信に多く利用されている 770MHz を超え 960MHz 以下の周

波数を使用している無線局数の割合が 36.0％などとなっており、これら２つの周波

数区分における無線局数の割合は、99.6％を占めている（図-九-共 1）。 

 

図-九-共１ 周波数区分ごとの無線局数の割合 

*1  割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値が100%にならないことがある。

*2  0.05%未満については、0.0％と表示している。
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九州管内における携帯無線通信及び PHS の無線局数の割合は、2GHz 帯携帯無線通

信が全体の 40.6％と最も高く、次いで 800MHz 帯携帯無線通信の 35.9％などとなっ

ている。PHS については、端末が免許不要局であるため、無線局数としては計上し

ていないことから、基地局の無線局数は 0.1％と低い割合になっている（図-九-共

2）。 

 

図-九-共 2 九州管内における無線局の割合（携帯・ＰＨＳ） 

*1  割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値が100%にならないことがある。

*2  0.05%未満については、0.0％と表示している。

2GHz帯携帯無線通信
40.6% (9,492,715局)

800MHz帯携帯無線通信
35.9% (8,398,209局)

1.7GHz帯携帯無線通信
23.1% (5,412,643局)

1.5GHz帯携帯無線通信
0.3% (74,873局)

ＰＨＳ
0.1% (15,007局)

ＰＨＳ（登録局）
0.0% (22局)

 

 

平成 19年度に実施した電波の利用状況調査による各無線システム別の無線局数と

今回の調査による無線局数とを比較してみると、2GHz 帯携帯無線通信が 4,462,798

局から 9,492,715 局へと約２倍（平成 16 年度からは約 102 倍）に増加している。一

方、1.5GHz帯携帯無線通信は3,208,017局から 74,873局へと大幅に減少している。

これは、携帯無線通信の第２世代から第３世代への移行が進んでいるためである

（図-九-共 3）。 
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図-九-共 3 九州管内における無線局数の推移（携帯・ＰＨＳ）（経年比較）

*　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
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信
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九州管内における MCA の無線局数の割合について、使用周波数帯別、無線局の種

別ごとにみると、800MHz 帯の陸上移動局が 99.5％とほとんどを占めており、800MHz

帯への移行が進んでいる。（図-九-共 4）。 

 

図-九-共 4 九州管内における無線局数の割合（ＭＣＡ） 

*1  割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値が100%にならないことがある。

*2  0.05%未満については、0.0％と表示している。

800MHz帯ＭＣＡ陸上移動通信

99.5% (38,882局)

1.5GHz帯ＭＣＡ陸上移動通信

0.5% (177局)
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平成 19年度に実施した電波の利用状況調査による MCA 陸上移動通信システムの無

線局数と今回の調査による無線局数を比較してみると、800MHz 帯及び 1.5GHz 帯と

もに減少している。なお、1.5GHz 帯については、現在、平成 26 年３月末までに

800MHz帯へ周波数移行を進めており、また、800MHz帯については、同一帯域内にお

いてアナログ方式からデジタル方式へ移行を進めている。九州管内では現在、

800MHz 帯におけるデジタル化率（陸上移動局）は約 35％となっている。（図-九-共

5）。 

 

図-九-共 5 九州管内における無線局数の推移（ＭＣＡ）（経年比較） 

*　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

800MHz帯ＭＣＡ陸上移動通信 1.5GHz帯ＭＣＡ陸上移動通信
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770MHz を超え 3.4GHz 以下の周波数を使用している主な無線システムが運用され

ている時間帯については、図-九-共 6 から図-九-共 12 の結果となっている。 

 

図-九-共 6 通信が行われている時間帯毎の割合（770MHz 超 960MHz 以下） 
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図-九-共 7 通信が行われている時間帯毎の割合（960MHz 超 1.215GHz 以下） 
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図-九-共 8 通信が行われている時間帯毎の割合（1.215GHz 超 1.4GHz 以下） 
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図-九-共 9 通信が行われている時間帯毎の割合（1.4GHz 超 1.71GHz 以下） 
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図-九-共 10 通信が行われている時間帯毎の割合（1.71GHz 超 2.4GHz 以下） 
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図-九-共 11 通信が行われている時間帯毎の割合（2.4GHz 超 2.7GHz 以下） 
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図-九-共 12 通信が行われている時間帯毎の割合（2.7GHz 超 3.4GHz 以下） 
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第１款 770MHz 超 960MHz 以下の周波数の利用状況【九州】 

 

（１）770MHz 超 960MHz 以下の周波数を利用する主な電波利用システム 

 

① 無線局免許等を要する電波利用システム 

電波利用システム名 免許人数 無線局数 

800MHz 帯映像 FPU 5 7 

特定ラジオマイクの陸上移動局（A 型） 68 1391 

800MHz 帯携帯無線通信 2
（注 1） 

8,398,209 

800MHz 帯 MCA 陸上移動通信 2,500
（注 2） 

38,882 

地域防災無線通信 23 2,847 

900MHz 帯電波規正用無線局 1 1 

パーソナル無線 2,103 2,606 

移動体識別（構内無線局） 3 5 

移動体識別（構内無線局）(登録局） 34 158 

950MHz 帯音声 STL/TTL 1 1 

実験試験局その他（770-960MHz） 13 56 

合  計 4,753 8,444,163 

（注 1）このうち、包括免許の無線局数は 8,384,315 局 

（注 2）このうち、包括免許の無線局数は 38,839 局 

 

② 無線局免許等を要しない電波利用システム 

電波利用システム名 無線局数

ラジオマイク用特定小電力無線局（Ｂ型） 
（注）

332,031

移動体識別（特定小電力無線局） 
（注）

3,413

テレメーター、テレコントロール及び 

データ伝送（特定小電力無線局） 
（注）

8,478

合  計 343,922

（注）平成 19 年度から平成 21 年度までの全国における出荷台数を合計した値 

 

 

（２）無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における九州管内の電波利用システムごとの無線局数の割合は、

800MHz 帯携帯無線通信が 99.5％と高い割合となっており、次いで 800MHz 帯 MCA 陸

上移動通信が 0.5％となっている（図-九-1-1）。 
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図-九-1-1 九州管内における無線局数の割合 

*1　グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値が100%にならないことがある。
*2　グラフ中で無線局数の割合が0.05%未満の場合は、0.0%と表示している。
*3　グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*4　表中で無線局数の割合が0.005%未満の場合は、0.00%と表示している。

実験試験局（770-960MHz） 0.00% 31

1
2,606

5
158

1
移動体識別（構内無線局）（登録局） 0.00%
950MHz帯音声STL/TTL 0.00%

局数
7

1,391
25

2,8470.03%
0.00%

地域防災無線通信
900MHz帯電波規正用無線局

移動体識別（構内無線局） 0.00%
0.03%パーソナル無線

割合
0.00%800MHz帯映像ＦＰＵ
0.02%
0.00%

特定ラジオマイクの陸上移動局（Ａ型）
その他（770-960MHz）

800MHz帯携帯無線通信

99.5% (8,398,209局)

800MHz帯ＭＣＡ陸上移動通信

0.5% (38,882局)

その他

0.1% (7,072局)

 

 

九州管内における無線局数の割合を見ると、他の総合通信局管内と同様に 800MHz

帯携帯無線通信が 99.5％の割合を占めており、次いで 800MHz 帯 MCA 陸上移動通信が

0.5％の割合となっている。（図-九-1-2）。 
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図-九-1-2 各総合通信局における無線局数の割合

*1  グラフ中で無線局数の割合が0.05%未満の場合は、0.0％と表示している。
*2　グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*3  表は全国の値を表示している。
*4  表中で無線局数の割合が0.005%未満の場合は、0.00％と表示している。
*5  該当システムが存在しない場合は、無線局数の割合を〔-〕と表示している。
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パーソナル無線 950MHz帯音声STL/TTL
移動体識別（構内無線局）（登録局） その他（770-960MHz）
実験試験局（770-960MHz）
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平成 19年度に実施した電波の利用状況調査による各電波利用システム別の無線局

数と今回の調査による無線局数とを比較すると、800MHz 帯携帯無線通信が

8,312,145 局から 8,398,209 局へと 1.0％増加している。一方、800MHz 帯 MCA陸上移

動通信は 46,838 局から 38,882 局へと 17.0％減少し、パーソナル無線は 3,297 局か

ら 2,606 局へと大幅に減少（21.0％減）している（図-九-1-3）。 
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図-九-1-3 システム別の無線局数の推移

*1　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2　「その他」には以下のシステムが含まれている。

5

900MHz帯電波規正用無線局

移動体識別（構内無線局）（登録局） 12 158 移動体識別（構内無線局） 5

1 1 950MHz帯音声STL/TTL 1 1

平    成
19年度

平    成
22年度

平    成
19年度

平    成
22年度

その他（770-960MHz） 25 25 800MHz帯映像ＦＰＵ 12 7

当周波数帯の

合計
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無線通信

800MHz帯ＭＣ

Ａ陸上移動通信

地域防災無線通

信
パーソナル無線

特定ラジオマイク

の陸上移動局

（Ａ型）

実験試験局

（770‐960MHz）
その他(*2)

平成19年度 8,367,193 8,312,145 46,838 3,579 3,297 1,239 39 56

平成22年度 8,444,163 8,398,209 38,882 2,847 2,606 1,391 31 197
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4,000,000
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全国における無線局数の推移については、全総合通信局管内とも増加しているが、

そのうち、九州管内は 0.9％増となっており、全国で最も低い伸び率となっている。

これは、800MHz 帯携帯無線通信の伸び率が全国で最も低い 1.0％（全国平均は 7.6％）

であることが原因であり、周波数の使用期限（平成 24 年７月 24 日）のある 800MHz

帯の端末の置換えが順調に推移しているためと考えられる。（図-九-1-4）。 
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図-九-1-4 各総合通信局における無線局数の推移

*　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成19年度 3,452,193  5,286,177  30,589,086 2,553,450  1,758,150  8,417,863  13,366,758 4,571,342  2,442,836  8,367,193  808,635 

平成22年度 3,618,152  5,662,077  33,695,743 2,652,037  1,895,708  9,018,213  14,444,583 4,826,186  2,603,968  8,444,163  891,154 
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5,000,000 

10,000,000 

15,000,000 

20,000,000 

25,000,000 

30,000,000 

35,000,000 

40,000,000 

（無線局数）
平成19年度 平成22年度

 

 

九州管内における各電波利用システムごとの人口１万人あたりの無線局数につい

て、平成19年度に実施した電波の利用状況調査による無線局数と今回の調査による

無線局数とを比較すると、800MHz 帯携帯無線通信は 6,186.47 局から 6,250.53 局へ

と増加している。一方、800MHz 帯 MCA 陸上移動通信は 34.86 局から 28.94 局へ、パ

ーソナル無線は 2.45 局から 1.94 局へと減少している。その他の電波利用システム

については大きな変化は見られない（図-九-1-5）。 

 

図-九-1-5 システム別の人口 1 万人あたりの無線局数(経年比較) 

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2  0.005未満については、0.00と表示している。

800MHz帯

映像ＦＰＵ

特定ラジオ

マイクの陸

上移動局

（Ａ型）

800MHz帯

携帯無線通

信

800MHz帯

ＭＣＡ陸上

移動通信

地域防災無

線通信

900MHz帯

電波規正用

無線局

パーソナル

無線

移動体識別

（構内無線

局）

移動体識別

（構内無線

局）（登録

局）

950MHz帯

音声
STL/TTL

実験試験局

（770‐

960MHz）

その他

（770‐

960MHz）

平成19年度 0.01 0.92 6,186.47 34.86 2.66 0.00 2.45 0.00 0.01 0.00 0.03 0.02

平成22年度 0.01 1.04 6,250.53 28.94 2.12 0.00 1.94 0.00 0.12 0.00 0.02 0.02

0.00

1,000.00

2,000.00

3,000.00

4,000.00

5,000.00

6,000.00

7,000.00

平成19年度 平成22年度
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（３）無線局に係る無線設備の利用状況等についての評価 

本調査については、800MHz 帯映像 FPU、800MHz 帯 MCA 陸上移動通信を対象として、

無線設備のデジタル技術の導入動向及び800MHz帯携帯無線通信の通信量について評

価を行った。 

デジタル技術の導入動向について、800MHz 帯映像 FPU のデジタル技術の動向につ

いて調査したところ、平成 19 年度の調査では、すでに導入済み又は３年以内に導入

予定としているものが 66.7%であったが、今回の調査では、「導入済み・導入中」と

回答しているものが 100%となっている。また、800MHz 帯 MCA 陸上移動通信（陸上移

動局）については、今回の調査時点のデジタル化率は、35.0%となっている（表-九

-1-1）。 

 

表-九-1-1 800MHz 帯映像 FPU におけるデジタル技術の導入動向 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

100.0% 5 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0

800MHz帯映像ＦＰＵ 100.0% 5 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2  0.05%未満については、0.0％と表示している。

*3　当設問は複数回答を可としている。

導入予定なし

当周波数帯の合計

導入済み・導入中 3年以内に導入予定 3年超に導入予定

将来新しいデジタルシス
テム（又はナロー化シス
テム）について提示され
れば導入を検討予定

 
 

各総合通信局管内における800MHz帯携帯無線通信の１局あたりの最繁時の平均通

信量（音声通信量）は、沖縄管内が 177.2kpbs と最も多く、次いで近畿管内が

127.3kbps、東北管内が 120.4kbps などとなっている。九州管内では全国平均

93.5kbps を下回る 79.8kbps となっている。（図-九-1-6）。 

 

図-九-1-6 各総合通信局管内における 800MHz 帯携帯無線通信の 

最繁時の平均通信量（音声通信量） 

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

音声通信量 93.5  58.2  120.4  104.8  54.5  54.5  95.4  127.3  76.7  64.3  79.8  177.2 
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各総合通信局管内における800MHz帯携帯無線通信の１局あたりの最繁時の平均通

信量（データ通信量）は、東海管内が 376.4kbps と最も多く、次いで近畿管内が

292.6kbps、関東管内が 281.4kbps などとなっている。九州管内では全国平均

250.7kbps を下回る 158.9kbps となっている（図-九-1-7）。 
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図-九-1-7 各総合通信局管内における 800MHz 帯携帯無線通信の 

最繁時の平均通信量（データ通信量） 

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

データ通信量 250.7  175.1  259.0  281.4  187.0  128.8  376.4  292.6  232.1  206.5  158.9  281.7 
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九州管内における 800MHz 携帯無線通信の１局あたりの最繁時の平均通信量を音

声・データ通信量別で比較すると、平成19年度の調査では全国的に音声通信量とデ

ータ通信量には大きな差が見られなかったが、今回の調査では、全体的な通信量は

平成19年度調査からあまり変化していないが、音声通信量は大幅に減少している結

果となっている（図-九-1-8）。 

 

図-九-1-8 各総合通信局管内における 800MHz 帯携帯無線通信の 

最繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

データ通信量 250.7  175.1  259.0  281.4  187.0  128.8  376.4  292.6  232.1  206.5  158.9  281.7 

音声通信量 93.5  58.2  120.4  104.8  54.5  54.5  95.4  127.3  76.7  64.3  79.8  177.2 
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（４）無線局を利用する体制の整備状況についての評価 

本調査については、800MHz 帯携帯無線通信、800MHz 帯 MCA 陸上移動通信、地域防

災無線通信及び 950MHz 帯音声 STL／TTL を対象として、災害・故障時等の場合にお

ける対策状況、復旧体制の整備状況、予備電源の有無及び運用可能時間について評

価を行った。 

災害・故障時の場合における具体的な対策の有無として、以下のそれぞれの災害
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等における対策について評価を行った。 

① 地震対策：耐震補強等 

② 火災対策：ガス消火設備の設置等 

③ 水害対策：地上２階以上に設置や防水扉による対策等 

④ 故障対策：代替用予備機の設置等 

地域防災無線（使用期限：平成 23 年５月 31 日）については火災対策や故障対策

等が実施されていない状況である（表-九-1-2）。 

 

表-九-1-2 災害・故障時等の対策実施状況 

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し

36.0% 34.0% 30.0% 20.0% 18.0% 62.0% 48.0% 38.0% 14.0% 40.0% 26.0% 34.0%

その他（770-960MHz） 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

800MHz帯携帯無線通信 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

800MHz帯ＭＣＡ陸上移動通信 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

地域防災無線通信 31.0% 33.3% 35.7% 21.4% 4.8% 73.8% 52.4% 31.0% 16.7% 31.0% 28.6% 40.5%

950MHz帯音声STL/TTL 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2  0.05%未満については、0.0％と表示している。

故障対策

当周波数帯の合計

地震対策 火災対策 水害対策

 

 

また、各システム毎の休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況に

ついては、地域防災無線通信の一部において、復旧体制が整備されていない状況で

ある（図-九-1-9）。 

 

図-九-1-9 休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況 

100.0%

100.0%

60.0%

100.0%

2.5% 37.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

800MHz帯携帯無線通信

800MHz帯ＭＣＡ陸上移動通信

地域防災無線通信

950MHz帯音声STL/TTL

全て 一部 無し

* 【災害・故障時等の対策実施状況】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を
母数としたデータとしている。  

電波利用システム別の予備電源の保有の有無については、地域防災無線の一部を

除くすべてのシステムで保有し、概ね３時間以上の運用が可能となっており、全国

平均より高い整備率となっている。これは、九州管内が離島や山間部を多く抱えて

おり、非常災害時の復旧に時間を要することが背景にあるものと考えられる。（図-

九-1-10）。 
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図-九-1-10 システム別予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間

25.0%

100.0%

78.6%

100.0%

100.0%

75.0%

14.3% 7.1%

100.0%

100.0%

100.0%

92.3%

100.0%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て 一部 無し

3時間以上 3時間未満

その他（770‐960MHz）

800MHz帯携帯無線通信

800MHz帯ＭＣＡ陸上移動通信

地域防災無線通信

950MHz帯音声STL/TTL

*2 下段で〔0%〕と表示されている場合は、該当システムは存在するが全て予備電源を持っていないことを

示している。

*1  【予備電源の最大運用可能時間】は【予備電源の有無】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数とし、その内訳を表示している。

運用可能時間（具体的な時間）

運用可能時間（予備電源の有無）

 

 

（５）他の電気通信手段への代替可能性についての評価 

本調査については、800MHz 帯映像 FPU 及び 950MHz 帯音声 STL／TTL を対象として、

他の電気通信手段への代替可能性について評価を行った。 

電波利用システムごとに他の周波数帯への移行が可能である無線局数の割合をみ

ると、950MHz帯音声 STL／TTLは 100％となっているが、800MHz 帯映像 FPUは０％と

なっている（図-九-1-11 から図-九-1-13 及び表-九-1-3）。 

 

図-九-1-11 他の周波数帯への移行可能性 

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

800MHz帯映像ＦＰＵ

その他（770‐960MHz）

950MHz帯音声STL/TTL

全て 一部 検討
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図-九-1-12 他の電気通信手段への代替可能性 

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

800MHz帯映像ＦＰＵ

その他（770‐960MHz）

950MHz帯音声STL/TTL

全て 一部 困難

 
 

図-九-1-13 他の電気通信手段への代替時期 

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

800MHz帯映像ＦＰＵ

その他（770‐960MHz）

950MHz帯音声STL/TTL

1年以内 1年超 3年以内 3年超 5年以内 今後検討

☆ 該当システムなし

☆ 該当システムなし

 

 

表-九-1-3 他の電気通信手段への代替が困難な理由 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

66.7% 4 0.0% 0 50.0% 3 50.0% 3 66.7% 4 16.7% 1

800MHz帯映像ＦＰＵ 60.0% 3 0.0% 0 60.0% 3 60.0% 3 60.0% 3 20.0% 1

その他（770-960MHz） - - - - - - - - - - - -

950MHz帯音声STL/TTL 100.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 100.0% 1 0.0% 0

*1  【他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替可能性】で〔一部〕又は〔困難〕を選択したシステム数を母数としたデータとしている。

*2  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

*4　当設問は複数回答を可としている。

その他

当周波数帯の合計

非常災害時等に
おける信頼性が

確保できないため
経済的な理由のため

地理的に制約が
あるため

必要な回線品質が
得られないため

代替可能なサービス
（有線系を含む）が

提供されていないため

 

 

また、地域防災無線通信については、その使用期限が平成 23 年５月 31 日までと

なっており、これらを踏まえた移行・代替・廃止計画の取組状況について評価を行

った。 

計画が未策定な割合については、九州管内では調査時点では 4.8％となっている。

具体的な移行・代替・廃止手段としては、260MHz 帯デジタル防災無線システムへの

移行が 30.8％となっており、次いで 800MHz 帯ＭＣＡ陸上移動通信システムへの移

行が 50.0％などとなっている（図-九-1-14 及び表-九-1-4 から表-九-1-7）。 
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図-九-1-14 地域防災無線通信における移行・代替・廃止の検討状況 
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表-九-1-4 地域防災無線通信における他の周波数帯への移行完了予定時期 

免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合

全無線局について計画有り 2 22.2% 2 22.2% 5 55.6% 0 0.0%

総免許人数 23 （期限（*2）：　なし）

*1  0.05%未満については、0.0％と表示している。

*2　期限とは移行、代替、または廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

地域防災無線通信

完了予定時期

平成22年9月まで 平成22年12月まで 平成23年3月まで 平成23年5月まで

 

 

表-九-1-5 地域防災無線通信における他の電気通信手段への代替完了予定時期 

免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合

全無線局について計画有り 0 0.0% 2 18.2% 9 81.8% 0 0.0%

総免許人数 23 （期限（*2）：　なし）

*1  0.05%未満については、0.0％と表示している。

*2　期限とは移行、代替、または廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

地域防災無線通信

完了予定時期

平成22年9月まで 平成22年12月まで 平成23年3月まで 平成23年5月まで

 

 

表-九-1-6 地域防災無線通信における当該システムの廃止完了予定時期 

免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合

全無線局について計画有り 1 9.1% 0 0.0% 3 27.3% 7 63.6%

総免許人数 23 （期限（*2）：　なし）

*1  0.05%未満については、0.0％と表示している。

*2　期限とは移行、代替、または廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

地域防災無線通信

完了予定時期

平成22年9月まで 平成22年12月まで 平成23年3月まで 平成23年5月まで
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表-九-1-7 地域防災無線通信における具体的な移行・代替・廃止手段 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

30.8% 8 7.7% 2 50.0% 13 7.7% 2 15.4% 4 19.2% 5

地域防災無線通信 30.8% 8 7.7% 2 50.0% 13 7.7% 2 15.4% 4 19.2% 5

*1  【他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替可能性】で〔一部〕又は〔困難〕を選択したシステム数を母数としたデータとしている。

*2  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

*4　当設問は複数回答を可としている。

その他

当周波数帯の合計

260MHz帯へ移行 260MHz帯以外へ移行 MCAへ代替 移動無線サービスへ代替 廃止

 
 

 

（６）総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

① 電波に関する技術の発達の動向 

「第４章 周波数区分ごとの評価結果」を参照。 

 

② 電波に関する需要の動向 

（ア）800MHz 帯携帯無線通信 

九州管内における携帯無線通信の加入者数は、平成 22 年３月末において

1,048.3 万加入に達している。 

最繁時トラヒックについては、メールやウェブブラウジングに加え、音楽

配信、オンラインゲームなどのモバイルコンテンツ（データ通信）の利用が

増えていることを背景に、データ通信の総量（全国）は平成 19 年度と比較し

て 2.4 倍に増加しており、平成 22 年度の１局当たりの最繁時におけるデータ

通信量（全国）は、250.9kbps となっている（図-九-1-15）。九州管内におけ

るデータ通信の総量は 1.6 倍増加しており、１局当たりの最繁時におけるデ

ータ通信量は19年度調査の165kbpsから158.9kbpsへと3.7％減少している。

これは、九州は離島や山間部などの条件不利地域を多く抱えているため、2GHz

帯と 800MHz 帯の併設局が多く、事業者がデータ通信においては 2GHz 帯を優

先する設定にしている場合が多いためと考えられる。 

 

図-九-1-15 各総合通信局管内における 800MHz 帯携帯無線通信の 

最繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

データ通信量 250.7  175.1  259.0  281.4  187.0  128.8  376.4  292.6  232.1  206.5  158.9  281.7 

音声通信量 93.5  58.2  120.4  104.8  54.5  54.5  95.4  127.3  76.7  64.3  79.8  177.2 

0.0 

50.0 
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150.0 
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（イ）800MHz 帯 MCA 陸上移動通信 

800MHz 帯 MCA 陸上移動通信の加入局数については、平成 7年度末に約 73 万

加入をピークに年々減少し、平成 21 年度末の加入局数は約 26 万５千加入と

なり、ピーク時の約 36％となっている（図-九-1-16）。 

一方、九州管内における 800MHz 帯 MCA 陸上通信の加入局数は平成 21 年度

末に３万９千加入となっている。 

MCA 陸上移動通信は、大ゾーン方式であること、携帯無線通信と異なり同

報性に有していること等のメリットがある。MCA サービスを提供する一部の

事業者については平成 15 年から周波数の利用効率の高いデジタル方式の導入

を進めており、平成 21 年度末には、全国において約 11 万１千加入に達して

おり、そのうち九州管内においても１万４千加入となっている。 

また、地方公共団体において、防災無線に MCA 陸上移動通信を導入する事

例も増加しており、九州管内の平成 22 年３月における導入済み地方公共団体

は、27 市町村となっている。 

 

図-九-1-16 800MHz 帯 MCA 陸上移動通信の加入局数の推移 

平成5年度末 平成6年度末 平成7年度末 平成8年度末 平成9年度末
平成10年度

末

平成11年度

末

平成12年度

末

平成13年度

末

平成14年度

末

平成15年度

末

平成16年度

末

平成17年度

末

平成18年度

末

平成19年度

末

平成20年度

末

平成21年度

末

800MHz帯デジタル 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,548 20,810 48,307 68,535 86,997 98,508 111,126

800MHz帯アナログ 664,953 715,759 734,810 704,314 685,164 639,846 591,865 536,991 475,394 420,890 355,766 319,465 277,214 244,209 211,981 179,918 154,039

800MHz帯合計 664,953 715,759 734,810 704,314 685,164 639,846 591,865 536,991 475,394 420,890 359,314 340,275 325,521 312,744 298,978 278,426 265,165

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

(無線局数）

   

（ウ）地域防災無線 

九州管内における地域防災無線の無線局数は、平成 22 年３月において

2,847 局となっており、平成 19 年３月における 3,579 局と比べて 20.5%減少

となっている。 

地域防災無線の周波数の使用期限は、平成 23 年５月 31 日までとなってお

り、それまでの間に他の電波利用システム（260MHz 帯防災デジタル通信シス

テム、800MHz 帯 MCA 陸上移動通信システムなど）に移行する必要がある。 

周波数の使用期限までの移行に向けた九州管内の各免許人の動向は、総免

許人数の 23 人に対して、調査時点では移行等の計画策定に向けた取組を開始

していないと回答した免許人が 4.8％存在したが、その後、全て期限内に移行、

代替、廃止のいずれかを実施する予定となっている。（表-九-1-8）。 

なお、全ての地域防災無線の無線局については、当該使用期限までに周波

数移行が完了した。 
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表-九-1-8 地域防災無線における他の周波数帯への移行完了予定時期 

免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合 免許人数 割合

全無線局について計画有り 2 22.2% 2 22.2% 5 55.6% 0 0.0%

総免許人数 23 （期限（*2）：　なし）

*1  0.05%未満については、0.0％と表示している。

*2　期限とは移行、代替、または廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

地域防災無線通信

完了予定時期

平成22年9月まで 平成22年12月まで 平成23年3月まで 平成23年5月まで

 

 

 

（エ）950MHz 帯電子タグシステム 

950MHz 帯電子タグシステムは、パッシブタグとアクティブタグの２つの方

式があり、パッシブタグ方式はさらに、「高出力型（構内無線局）」、「中出

力型（簡易無線局）」及び「低出力型（特定小電力無線局）」に分類される。

アクティブタグは、免許を要しない特定小電力無線局のみである。 

パッシブタグのうち、高出力型（構内無線局）の平成 22 年３月における九

州管内の無線局数は、平成 19 年３月における 17 局から 163 局へと約 10 倍近

く増加している。中出力型（簡易無線局）は、平成 22 年５月より導入された

ため、九州管内で平成 22 年３月において開設している無線局はないが、今後、

普及拡大が見込まれるところである。 

また、特定小電力無線局であるパッシブタグ「低出力型」及びアクティブ

タグの技術基準適合証明数・工事設計認証の出荷台数は、平成 22 年度調査

（平成 19 年度から 21 年度までの３カ年の総出荷台数）において、11,891 台

となっており、平成 19 年度調査（平成 16 年度から 18 年度までの３カ年の総

出荷台数）における 812 台と比べ、約 13 倍に増加している。 

950MHz 帯電子タグシステムは、今後、新たな利用ニーズとして、電力・ガ

ス・水道などの検針を目的としたスマートメーターへの利用が計画されてい

ることや平成 22 年５月に「中出力型（簡易無線局）」導入したこと、更には

既に割り当てられている周波数帯域の拡大（６MHz 幅→８MHz 幅）と相まって、

今後の普及拡大が期待されている。 

 

表-九-1-9 950MHz 帯電子タグシステムの種類 

 
パッシブタグ アクティブタ

グ 高出力型 中出力型 低出力型 

免許等 
構内無線局 

（免許要） 

簡易無線局 

（免許要） 

特定小電力無線局 

（免許不要） 

特定小電力無線局

（免許不要） 

空中線電力 1W 以下 250mW 以下 10mW 以下 
1mW 以下 

10mW 以下 

無線局数 163局 0局 3,413 局（全国） 8,478 局（全国）

 

 

（オ）800MHz 帯映像 FPU 

九州管内における 800MHz 帯映像 FPU の無線局数は、平成 22 年３月におい

て７局となっており、平成 19 年３月における無線局数と比べて約４割の減少

となっている。 

800MHz 帯映像 FPU は、無線局数は少ないものの、放送番組中継・報道中

継・スポーツ中継等、放送番組制作の現場において幅広く使用されており、
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今後も引き続き需要が継続していくものと考えられる。 

 

（カ）特定ラジオマイク・デジタル特定ラジオマイク 

九州管内における特定ラジオマイクの無線局数は、平成 22 年３月において

1,391 局となっており、平成 19 年３月における無線局数と比べて微増してい

る。 

平成 21 年３月に制度化されたデジタル特定ラジオマイクについては、平成

22 年３月から市場に出荷されつつある（平成 22 年３月現在、無線局の開設は

ない。）。 

特定ラジオマイク及びデジタル特定ラジオマイクは、舞台芸術・コンサー

ト・その他イベントにおける高品質な音声伝送を確保するために使用されて

おり、引き続き需要が継続していくものと考えられる。 

また、今後は、従来のアナログ方式の「特定ラジオマイク」から、周波数

有効利用効率が高い「デジタル特定ラジオマイク」への普及拡大が期待され

る。 

 

（キ）パーソナル無線 

パーソナル無線の無線局数は、全国で平成４年度末の約 170 万局をピーク

に年々減少し、平成 22 年３月末において 20,091 局（ピーク時の約 1.2％）に

まで減少し（図-九-1-17）、九州管内でも 2,606 局（ピーク時の約 1.7％）に

減少している。 

また、パーソナル無線の無線設備の技術基準適合証明等の取得状況につい

ては、平成 12 年 12 月以降、新たな取得がないことや、平成 20 年８月にデジ

タル簡易無線システム（400MHz 帯）が導入され、近年のデータ伝送ニーズに

も対応するとともに、登録制度の適用により、容易に無線局の開設が可能と

なっている。また、携帯電話の普及・高度化など、他の代替システムの充実

により、パーソナル無線の需要は終息していくものと考えられる。 

 

図-九-1-17 パーソナル無線の無線局数の推移 
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（ク）950MHz 帯音声 STL/TTL 

九州管内における 950MHz 帯音声 STL/TTL の無線局数は、平成 22 年３月に

おいて１局となっており、平成 19 年３月から変動していない。 

950MHz 帯音声 STL/TTL は、周波数再編アクションプラン（平成 22 年３月改

定版）において、平成 27 年度までに他の周波数帯（Ｍバンド（6570-6870MHz）

又はＮバンド（7425-7750MHz）、若しくはＭ／Ｎバンドへの移行が困難な場

合には、60MHz 帯又は 160MHz 帯）に移行を図ることとしており、今後、他の

周波数帯への移行が行われる予定である。 

 

③ 周波数割当ての動向 

（ア）800MHz 帯携帯無線通信 

800MHz 帯の周波数は、携帯電話の普及拡大を背景として、第２世代移動通

信システム（PDC）から、より周波数利用効率が高い第３世代移動通信システ

ム（3.5 世代及び 3.9 世代システムを含む。）への転換を平成 24 年７月 24 日

までに完了することを柱とした周波数再編を実施しているところである。 

平成 24 年７月 25 日以降、本件周波数再編によって空き周波数となる

900MHz 帯と、地上テレビジョン放送のデジタル化によって空き周波数となる

700MHz 帯において、新たに携帯無線通信システムの導入が可能となるよう、

周波数再編を着実に実施していくことが必要である。 

 

（イ）デジタル特定ラジオマイク 

特定ラジオマイク用周波数は、800MHz 帯映像 FPU 用周波数（770-806MHz）

のうち、779-788MHz（下図②）及び 797-806MHz（下図④）を共用してきたと

ころである（図-九-1-18）。 

平成 21 年３月に制度化されたデジタル特定ラジオマイクは、同時使用可能

周波数の数がアナログ方式に比べ増加するとともに、デジタル特定ラジオマ

イクの使用周波数ついて、舞台・コンサート等の大規模公演にも対応できる

よう、800MHz 帯映像 FPU 用周波数の全使用周波数帯を共用することとし、

770-806MHz（下図①～④）全てを割り当てたところである。 

 

図-九-1-18 特定ラジオマイクの周波数配置 

周波数配置

800MHz帯映像FPU
（９MHz×４ブロック）

特定ラジオマイク
（71波×２ブロック 142波のうち、

同一場所では実質10波×２
ブロック 20波を使用可能

デジタル特定ラジオマイク
（同一場所で18波×4ブロック

72波の全てを同時使用可能）

 

 

（ウ）800MHz 帯 MCA 陸上移動通信用周波数の状況 

800MHz 帯 MCA陸上移動通信用の周波数については、使用期限が平成 26年３

月 31 日までの 1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信システムの移行先として、現在、
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当該周波数へ集約が行われているところである。また、800MHz 帯 MCA 陸上移

動通信システムは、現在、同一周波数帯内で順次システムのデジタル化が進

められており、平成 22 年３月におけるデジタル化率は、40%を超えていると

ころである。今後、防災通信への利用や 1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信システム

の移行先として、周波数需要が見込まれるため、早期に 800MHz 帯 MCA 陸上移

動通信システムのデジタル化を進め、周波数利用効率の向上を図る必要があ

る。 

 

（エ）地域防災無線通信の 260MHz 帯等への移行 

846～850MHz及び 901～903MHzの周波数帯を使用する地域防災無線通信につ

いては、周波数の使用期限を平成 23 年５月 31 日としており、全ての地域防

災無線通信の無線局については、当該使用期限までに 260MHz 帯を使用するデ

ジタル方式への移行又は 800MHz 帯 MCA 陸上移動通信システムなど他の代替手

段への移行を完了した。 

 

（オ）パーソナル無線 

パーソナル無線に使用する周波数については、パーソナル無線局数が減少

傾向にあること、平成 12 年 12 月以降、新たに技術基準適合証明を受けたパ

ーソナル無線の無線設備が存在しないこと、平成 20 年８月に新たにデジタル

簡易無線を導入したこと及び携帯電話などの他の代替システムの充実により、

パーソナル無線の需要を吸収することが可能と考えられることから、パーソ

ナル無線に割当ててきた周波数帯を他の電波利用システムに周波数を再配分

し、周波数有効利用方策を図ることが適当であると考えられる。 

これらの状況を踏まえ、今後、携帯電話などの当該周波数帯における需要

を踏まえ、現在、周波数再編アクションプランにおいて、掲げる最終使用期

限（現行の技術基準が適用期限である平成 34 年(2022 年)11 月 30 日まで）を

を前倒し、当該周波数帯の更なる有効利用を図るべきである。 

また、平成 23 年６月１日に電波法の一部を改正する法律が公布され、パー

ソナル無線の免許の有効期間については、これまでの特例措置（10 年）が廃

止となり、５年となった。 

 

（カ）950MHz 帯音声 STL/TTL 

950MHz 帯音声 STL/TTL は、周波数再編アクションプラン（平成 22 年２月改

定版）に掲げられているとおり、平成 27 年度までに他の周波数帯（Ｍバンド

（6570-6870MHz）又はＮバンド（7425-7750MHz）、若しくはＭ／Ｎバンドへ

の移行が困難な場合には、60MHz 帯/160MHz 帯/2GHz 帯）へ移行を図ることと

しており、携帯電話などの新たな周波数利用ニーズや当該無線局の免許の有

効期間を踏まえ、周波数移行に向けて周波数の使用期限を早期に決定するこ

とが適当である。 

 

（キ）950MHz 帯電子タグシステムの高度化等に伴う周波数拡張 

950MHz 帯電子タグシステムの高度化及び中出力型パッシブタグシステムの

導入に伴い、平成22年５月に周波数割当計画を変更し、950MHz帯電子タグシ

ステムの使用周波数を従来の 6MHz 幅（950-956MHz）から 8MHz 幅（950-958MHz

幅）への拡張を行った。 
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（ク）700/900MHz 帯周波数の再編方針 

「第４章 周波数区分ごとの評価」を参照。 

 

（７）総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、800MHz 帯携帯無線通

信をはじめとする多数の無線局により稠密に利用されていること、各システムの利

用状況や管理体制の整備状況等から判断すると、概ね適切に利用されている。 

本周波数区分は、平成24年７月に向けて、地上テレビ放送のデジタル化や携帯電

話の高度化に伴う周波数再編を実施しているところであるが、700/900MHz 帯の周波

数割当の基本方針を踏まえ、平成23年６月１日に公布された電波法の一部を改正す

る法律により、新たに導入された周波数移行方策を実施することにより、国際的な

周波数との協調に配慮しつつ、ひっ迫する携帯電話用周波数の確保に向けて、既存

システムの周波数移行を含め、700/900MHz 帯周波数再編により、更なる周波数の有

効利用を図ることが適当である。 

 

① 700MHz 帯 

（ア）周波数再編方針 

700/900MHz 帯の周波数割当の基本方針を踏まえ、700MHz 帯の周波数再編に

向けた検討を進めていくことが適当である。なお、携帯無線通信システムの

導入に当たっては、平成 23 年６月１日に公布された電波法の一部を改正する

法律に基づき、迅速かつ円滑な周波数移行を進めることが適当である。 

ITS については、携帯電話や地上テレビ放送等の隣接システム間の干渉検

討を踏まえ、早期に使用周波数及び技術基準の策定を図ることが適当であ

る。 

 

（イ）800MHz 帯携帯無線通信 

800MHz 帯の周波数は、携帯無線通信の普及拡大を背景として、第２世代移

動通信システム（PDC）から、より周波数利用効率が高い第３世代移動通信シ

ステム（3.5 世代及び 3.9 世代システムを含む。）への転換を平成 24 年７月

24 日までに完了することを柱とした周波数再編を実施しているところである。 

平成 24年７月 25日以降、本件周波数再編によって空き周波数となる 900MHz

帯と、地上テレビジョン放送のデジタル化によって空き周波数となる 700MHz

帯において、新たに携帯無線通信システムの導入が可能となるよう、引き続

き、周波数再編を着実に実施していくことが適当である。 

 

（ウ）800MHz 帯映像 FPU 

700/900MHz 帯の周波数割当の基本方針を踏まえ、周波数移行に向けた検

討・作業を進めることが適当である。 

 

（エ）特定ラジオマイク 

700/900MHz 帯の周波数割当の基本方針を踏まえ、周波数移行に向けた検

討・作業を進めることが適当である。 

 

② 900MHz 帯 

（ア）周波数再編方針 

700/900MHz 帯の周波数割当の基本方針を踏まえ、900MHz 帯の周波数再編に
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向けた検討を進めていくことが適当である。なお、携帯無線通信システムの

導入に当たっては、平成 23 年６月１日に公布された電波法の一部を改正する

法律に基づき、迅速かつ円滑な周波数移行を進めることが適当である。 

 

（イ）800MHz 帯 MCA 陸上移動通信システム 

800MHz 帯 MCA 陸上移動通信システムの移動局側周波数を現行の 905-915MHz

から 930-940MHzへ周波数移行を図るため、700/900MHz帯の周波数割当の基本

方針を踏まえ、必要な技術基準等の整備を行うとともに、周波数移行が可能

となるよう具体的な移行計画の策定及び機器開発や移行作業体制など環境整

備を行うこととする。また、円滑な周波数移行に向けて必要となる周波数を

確保するため、周波数利用効率の高いデジタル方式の導入を促進するととも

に、必要に応じて最新の利用状況を把握することが適当である。 

 

（ウ）950MHz 帯電子タグシステム 

RFID は、スマートメーター等の新たな利用ニーズや国際的な周波数との協

調を踏まえ、現行の使用周波数である 950-958MHz から 915-928MHz へ周波数

の移行及び拡張を図るため、700/900MHz 帯の周波数割当の基本方針を踏まえ、

必要な技術基準等の整備を行うとともに、周波数移行が可能となるよう具体

的な移行計画の策定及び機器開発や移行作業体制など環境整備を行うことと

する。なお、950MHz 帯電子タグシステムについて、平成 22 年５月に中出力型

（簡易無線局）が新たに導入されたことから、必要に応じて最新の利用状況

を把握することが適当である。 

 

（エ）パーソナル無線 

パーソナル無線については、平成 24 年から携帯無線通信システムの導入が

行われること、かつ、年々、パーソナル無線局数が減少しつつあること、さ

らには 400MHz 帯に登録局によるデジタル簡易無線局が制度整備されたことを

踏まえ、現在、周波数再編アクションプラン（平成 22 年２月）において掲げ

られている最終使用期限（平成 34 年 11 月 30 日）を前倒し、平成 27 年 11 月

30 日とすることが適当である。また、700/900MHz 帯の周波数割当の基本方針

を踏まえ、平成 24 年からは、一定の技術的条件の下で携帯無線通信システム

との周波数共用を図ることが適当である。 

 

（オ）950MHz 帯音声 STL/TTL 

950MHz 帯音声 STL/TTL について、900MHz 帯に携帯無線通信システムの導入

が行われることを踏まえ、かつ、現行の利用状況及び無線局における免許の

有効期間を考慮し、平成 27 年 11 月 30 日までに他の周波数帯（Ｍバンド（6570

～6870MHz）又はＮバンド（7425～7750MHz）、ただし、Ｍバンド又はＮバン

ドへの移行が困難な場合は、60MHz 帯及び 160MHz 帯）へ移行することが適当

である。 

 

③ その他 

（ア）地域防災無線通信 

846～850MHz及び 901～903MHzの周波数帯を使用する地域防災無線通信につ

いては、周波数の使用期限を平成 23 年５月 31 日までとしており、全ての地

域防災無線通信の無線局については、当該使用期限までに 260MHz 帯を使用す
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るデジタル方式への移行又は 800MHz 帯 MCA 陸上移動通信システムなど他の代

替手段への移行を完了した。 
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第２款 960MHz 超 1.215GHz 以下の周波数の利用状況【九州】 

 

（１）960MHz 超 1.215GHz 以下を利用する主な電波利用システム 

 

① 無線局免許等を要する電波利用システム 

電波利用システム名 免許人数 無線局数 

航空 DME/TACAN 55 172 

ATCRBS 

（航空交通管制用レーダービーコンシステム） 
94 211 

ACAS（航空機衝突防止システム） 16 52 

RPM（SSR 用） 1 4 

実験試験局その他（960MHz-1.215GHz） 0 0 

合  計 166 439 

 

（２）無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、ATCRBS（航空

交通管制用レーダービーコンシステム）が 48.1％と最も高い割合になっており、次

いで航空用 DME／TACAN が 39.2％、ACAS（航空機衝突防止システム）が 11.8％とな

っており、この３つのシステムで 99.1％を占めている（図-九-2-1）。 

 

図-九-2-1 九州管内における無線局数の割合 

*1　グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値が100%にならないことがある。
*2　グラフ中で無線局数の割合が0.05%未満の場合は、0.0%と表示している。

ＡＴＣＲＢＳ

（航空交通管制用ﾚｰﾀﾞｰﾋﾞｰｺﾝｼｽﾃﾑ）

48.1% (211局)

航空用ＤＭＥ／ＴＡＣＡＮ

39.2% (172局) ＡＣＡＳ（航空機衝突防止ｼｽﾃﾑ）

11.8% (52局)

ＲＰＭ（ＳＳＲ用）

0.9% (4局)

 

 

電波利用システムごとの無線局数の割合をみると、九州管内では ATCRBS（航空交

通管制用レーダービーコンシステム）が 48.1％、航空用 DME／TACAN が 39.2%と全国

平均よりも高い割合となっている（図-九-2-2）。 
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図-九-2-2 各総合通信局管内における無線局数の割合 

*1  グラフ中で無線局数の割合が0.05%未満の場合は、0.0％と表示している。
*2　グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*3  表は全国の値を表示している。
*4  表中で無線局数の割合が0.005%未満の場合は、0.00％と表示している。
*5  該当システムが存在しない場合は、無線局数の割合を〔-〕と表示している。

ＲＰＭ（ＳＳＲ用） 実験試験局（960-1.215GHz）
その他（960-1.215GHz）

無線局数の割合 無線局数の割合
0.4% 1.1%

-

42.8%

49.3%

41.0%

39.4%

60.7%

54.8%

48.1%

57.5%

49.2%

50.8%

48.1%

35.3%

35.4%

41.7%

34.6%

33.9%

32.1%

41.9%

34.6%

36.8%

44.9%

46.0%

39.2%

35.7%

20.4%

5.6%

5.5%

26.1%

7.1%

17.2%

4.3%

5.1%

1.6%

11.8%

28.1%

1.5%

3.5%

18.9%

0.6%

3.2%

1.4%

0.8%

1.6%
0.9%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

ＡＴＣＲＢＳ（航空交通管制用ﾚｰﾀﾞー ﾋﾞｰｺﾝｼｽﾃﾑ） 航空用ＤＭＥ／ＴＡＣＡＮ

ＡＣＡＳ（航空機衝突防止ｼｽﾃﾑ） その他

 
 

平成 19年度に実施した電波の利用状況調査による各電波利用システム別の無線局

数と今回の調査による無線局数とを比較すると、全体的に若干減少しているが、ほ

ぼ横ばいとなっており、大きな変化は現れていない（図-九-2-3）。 

 

図-九-2-3 システム別の無線局数の推移（経年比較） 

*1　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

当周波数帯の

合計

ＡＴＣＲＢＳ（航

空交通管制用ﾚｰ

ﾀﾞｰﾋﾞｰｺﾝｼｽﾃﾑ）

航空用ＤＭＥ／Ｔ

ＡＣＡＮ

ＡＣＡＳ（航空機

衝突防止ｼｽﾃﾑ）

ＲＰＭ（ＳＳＲ

用）

実験試験局（960‐

1.215GHz）

その他（960‐

1.215GHz）

平成19年度 409 200 160 43 6 － －

平成22年度 439 211 172 52 4 － －

0
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200
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350
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平成19年度 平成22年度
（無線局数）
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各電波利用システムの九州管内における人口１万人あたりの無線局数について、

平成19年度に実施した電波の利用状況調査による無線局数と今回の調査による無線

局数とを比較してみると、各システムとも若干増加しているが、大きな変化は現れ

ていない（図-九-2-4）。 

 

図-九-2-4 システム別の人口 1 万人あたりの無線局数（経年比較） 

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2  0.005未満については、0.00と表示している。

航空用ＤＭＥ／ＴＡＣ

ＡＮ

ＡＴＣＲＢＳ（航空交

通管制用ﾚｰﾀﾞｰﾋﾞｰｺﾝｼ

ｽﾃﾑ）

ＡＣＡＳ（航空機衝突

防止ｼｽﾃﾑ）
ＲＰＭ（ＳＳＲ用）

実験試験局（960‐

1.215GHz）
その他（960‐1.215GHz）

平成19年度 0.12 0.15 0.03 0.00 － －

平成22年度 0.13 0.16 0.04 0.00 － －

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

0.14

0.16

0.18

平成19年度 平成22年度

（無線局数）

 

 

 

（３）無線局を利用する体制の整備状況についての評価 

本調査については、航空用 DME／TACAN、ATCRBS（航空交通管制用レーダービーコ

ンシステム）及び RPM（SSR）を対象として、災害・故障時等の場合における対策状

況、復旧体制の整備状況、予備電源の有無及び運用可能時間について評価を行っ

た。 

災害・故障時の場合における具体的な対策の有無として、以下のそれぞれの災害

等における対策について評価を行った。 

① 地震対策：耐震補強等 

② 火災対策：ガス消火設備の設置等 

③ 水害対策：地上２階以上に設置や防水扉による対策等 

④ 故障対策：代替用予備機の設置等 

各種災害等に対して、地震対策及び故障対策については、全て対策が講じられて

いるが、火災対策の一部及び水害対策については、対策が講じられていない状況で

あるという結果となっており、必要な措置を講じていくことが望ましい（表-九

-2-1）。 
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表-九-2-1 災害・故障時等の対策実施状況 

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し

100.0% 0.0% 0.0% 75.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

航空用ＤＭＥ／ＴＡＣＡＮ 100.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

ＡＴＣＲＢＳ（航空交通管制用ﾚｰﾀﾞｰ
ﾋﾞｰｺﾝｼｽﾃﾑ）

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

ＲＰＭ（ＳＳＲ用） 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2  0.05%未満については、0.0％と表示している。

故障対策

当周波数帯の合計

地震対策 火災対策 水害対策

 
 

また、各システム毎の休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況に

ついては、100%体制整備が行われている状況である（図-九-2-5）。 

 

図-九-2-5 休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況 

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

航空用ＤＭＥ／ＴＡＣＡＮ

ＡＴＣＲＢＳ（航空交通管制用ﾚｰﾀﾞｰﾋﾞｰｺﾝｼｽﾃﾑ）

ＲＰＭ（ＳＳＲ用）

全て 一部 無し

* 【災害・故障時等の対策実施状況】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数としたデータとしている。  

 

電波利用システム別の予備電源の保有の有無については、全てのシステムにおい

て、予備電源を保有しており、予備電源の最大運用可能時間は３時間以上となって

いる状況である（図-九-2-6）。 

 

図-九-2-6 システム別予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間 

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て 一部 無し

3時間以上 3時間未満

航空用ＤＭＥ／ＴＡＣＡＮ

ＡＴＣＲＢＳ（航空交通管制用ﾚｰﾀﾞｰﾋﾞｰｺﾝｼｽﾃﾑ）

ＲＰＭ（ＳＳＲ用）

*2 下段で〔0%〕と表示されている場合は、該当システムは存在するが全て予備電源を持っていないことを

示している。

*1  【予備電源の最大運用可能時間】は【予備電源の有無】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数とし、その内訳を表示している。

運用可能時間（具体的な時間）

運用可能時間（予備電源の有無）

 
 

 

（４）総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

 

① 電波に関する技術の発達の動向 

「第４章 周波数区分ごとの評価結果」を参照。 
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② 電波に関する需要の動向 

本周波数区分の周波数を使用する電波利用システムは、航空機の安全運航に資す

るためのものであり、その周波数需要については、空港や航空機の数が大幅に増減

するなどの変化がない限り、今後も現在の状況に大きな変化はないものと考えられ

る。 

 

③ 周波数割当ての動向 

本周波数区分は、国際的に主に航空無線航行業務に一次分配されていることを踏

まえ、国内においても同様に分配している。 

平成 22 年３月、マルチラテレーション（複数地点受信方式航空監視システム）の

技術基準の制定に合わせて、周波数割当計画を変更したところである。 

 

（５）総合評価  

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、本周波数区分を使用

する各システムの利用状況や管理体制の整備状況、国際的に主として航空無線航行

業務に分配された周波数帯であることとの整合性等から判断すると、概ね適切に利

用されている。 

また、本周波数区分の電波利用システムの多くは、国際的に使用周波数等が決め

られたシステムであることなどから、他の手段への代替及び他の周波数帯への移行

は総じて困難である。 

ただし、レーダーについて更なる周波数の有効利用に向けて、国際的な整合性等

を考慮しつつ、スプリアス低減技術等の開発を行い、導入を検討することが望まし

い。 
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第３款 1.215GHz 超 1.4GHz 以下の周波数の利用状況【九州】 

 

（１）1.215GHz 超 1.4GHz 以下の周波数を利用する主な電波利用システム 

 

① 無線局免許等を要する電波利用システム 

電波利用システム名 免許人数 無線局数 

災害時救出用近距離レーダー 1 1 

テレメータ・テレコントロール及び 

データ伝送用（構内無線局） 
0 0 

1.2GHz 帯アマチュア無線 15,816 16,064 

1.2GHz 帯電波規正用無線局 1 1 

画像伝送用携帯局 1 1 

ARSR（航空路監視レーダー） 1 2 

実験試験局その他（1.215-1.4GHz） 1 1 

合  計 15,821 16,070 

 

② 無線局免許等を要しない電波利用システム 

電波利用システム名 無線局数

テレメータ・テレコントロール及び 

データ伝送用（特定小電力無線局） 

（注 1）

10,935 

GPS システム （注 2）－

合  計 10,935 

（注 1）平成 19 年度から平成 21 年度までの全国における出荷台数を合計した値 

（注 2）調査対象外 

 

 

（２）無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における九州管内の電波利用システムごとの無線局数の割合は、

1.2GHz 帯アマチュア無線がほとんどを占めている（図-九-3-1、図-九-3-2）。 
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図-九-3-1 九州管内における無線局数の割合

*1　グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値が100%にならないことがある。
*2　グラフ中で無線局数の割合が0.05%未満の場合は、0.0%と表示している。
*3　グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*4　表中で無線局数の割合が0.005%未満の場合は、0.00%と表示している。

画像伝送用携帯局 0.01% 1

割合 局数
災害時救出用近距離レーダー 0.01% 1

実験試験局（1.215-1.4GHz） 0.01% 1

1.2GHz帯電波規正用無線局 0.01% 1
ＡＲＳＲ（航空路監視ﾚｰﾀﾞｰ） 0.01% 2

1.2GHz帯アマチュア無線

100.0% (16,064局)

その他

0.04% (6局)

 

 

 

 

図-九-3-2 各総合通信局における無線局数の割合 

*1  グラフ中で無線局数の割合が0.05%未満の場合は、0.0％と表示している。
*2　グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*3  表は全国の値を表示している。
*4  表中で無線局数の割合が0.005%未満の場合は、0.00％と表示している。
*5  該当システムが存在しない場合は、無線局数の割合を〔-〕と表示している。

災害時救出用近距離レーダー テレメータ・テレコントロール及びデータ伝送用（構内無線局）
画像伝送用携帯局 1.2GHz帯電波規正用無線局
ＡＲＳＲ（航空路監視ﾚｰﾀﾞｰ） 実験試験局（1.215-1.4GHz）
その他（1.215-1.4GHz） -

無線局数の割合
0.03%
0.01%
0.07%

無線局数の割合
0.02%
0.02%
0.01%

99.9%

99.9%

100.0%

99.7%

99.7%

99.9%

100.0%

99.8%

100.0%

99.9%

100.0%

98.1%

0.1%

0.1%

0.0%

0.3%

0.3%

0.1%

0.0%

0.2%

0.0%

0.1%

0.0%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

1.2GHz帯アマチュア無線 その他

 
平成 19年度に実施した電波の利用状況調査による各電波利用システム別の無線局

数と今回の調査による無線局数とを比較すると、1.2GHz帯アマチュア無線が20,813

局から 16,064 局へと 22.8％減少している（図-九-3-3）。 
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図-九-3-3 システム別の無線局数の推移（経年比較） 

*1　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2　「その他」には以下のシステムが含まれている。

平    成
19年度

平    成
22年度

平    成
19年度

平    成
22年度

実験試験局（1.215-1.4GHz） - 1 その他（1.215-1.4GHz） - -

当周波数帯の

合計

1.2GHz帯アマ

チュア無線

ＡＲＳＲ（航空

路監視ﾚｰﾀﾞｰ）

災害時救出用近

距離レーダー

1.2GHz帯電波規

正用無線局

テレメータ・テレ

コントロール及び

データ伝送用

（構内無線局）

画像伝送用携帯

局
その他(*2)

平成19年度 20,817 20,813 2 1 1 － － －

平成22年度 16,070 16,064 2 1 1 － 1 1

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成19年度 平成22年度
（無線局数）

 

 

図-九-3-4 各総合通信局における無線局の推移

*　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成19年度 14,246  17,133  38,165  6,634  5,613  24,924  28,536  13,354  6,862  20,817  307 

平成22年度 11,368  14,209  33,098  5,496  4,767  20,087  23,536  10,606  5,437  16,070  258 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

45,000 

（無線局数）
平成19年度 平成22年度
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各電波利用システムの九州管内における人口１万人あたりの無線局数について、

平成19年度に実施した電波の利用状況調査による無線局数と今回の調査による無線

局数とを比較すると、1.2GHz 帯アマチュア無線は 15.49 局から 11.96 局へと 3.53

局減少している。これ以外のシステムについては大きな変化は見られない（図-九

-3-5）。 

 

図-九-3-5 システム別の人口 1 万人あたりの無線局数（経年比較） 

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2  0.005未満については、0.00と表示している。

災害時救出用近

距離レーダー

テレメータ・テレコ

ントロール及び

データ伝送用（構

内無線局）

1.2GHz帯アマチュ

ア無線

画像伝送用携帯

局

1.2GHz帯電波規

正用無線局

ＡＲＳＲ（航空

路監視ﾚｰﾀﾞｰ）

実験試験局

（1.215‐1.4GHz）

その他（1.215‐

1.4GHz）

平成19年度 0.00 － 15.49 － 0.00 0.00 － －

平成22年度 0.00 － 11.96 0.00 0.00 0.00 0.00 －

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

18.00

平成19年度 平成22年度

（無線局数）

 
 

 

（３）総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

① 電波に関する技術の発達の動向 

「第４章 周波数区分ごとの評価結果」を参照。 

 

② 電波に関する需要の動向 

（ア）ARSR 

ARSR（航空路監視レーダー）については、併設される SSR（二次監視レーダ

ー）のモード S（通常の SSR と同様の機能を有し、さらに該当機材を搭載する

航空機に対しては、個別質問やデジタルデータの送受信ができる SSR の拡張

形式）導入に伴い、順次廃止を進めていくこととされている。平成 22 年３月

の無線局数は２局である。 

 

（イ）テレメータ・テレコントロール・データ伝送 

1.2GHz 帯のテレメータ・テレコントロール・データ伝送用の無線局には、

構内無線局と免許を要しない特定小電力無線局があるが、平成 22 年３月現在、

九州管内には免許を受けた無線局は存在しない。また、免許を要しない特定

小電力無線局については、平成 22 年度の調査における技術基準適合証明及び

工事設計認証の出荷台数（平成 19 年～平成 21 年度までの３カ年の総出荷台

数）が 10,935 台であり、平成 19 年度の調査（平成 16 年～平成 18 年までの

３カ年の総出荷台数）における 14,879 台に比べ約 27％減少している。これら
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の減少については、2.4GHz 帯小電力データ通信システムの普及拡大や新たに

950MHz 帯にテレメータ・テレコントロール・データ伝送用の導入などの影響

もあると考えられる。 

 

（ウ）1.2GHz 帯アマチュア無線 

アマチュア無線全体の利用者が減少傾向にあり、1.2GHz 帯を使用するアマ

チュア局においても、平成 22 年３月における無線局数が 16,064 局となって

おり、平成 19 年３月における 20,813 局と比べると 22.8％減少しており、

徐々に利用者が減っていくものと考えられる。 

また、アマチュア無線全体の無線局数においても、ここ数年、毎年約５％

程度減少し続けており、平成 22 年３月の無線局数は、ピーク時（平成７年３

月末）における約 13 万局の約 1/3 程度まで減少しており、更なる携帯電話等

の移動通信システムの高度化や普及拡大により、今後も減少傾向にあると考

えられる（表-九-3-1）。 

 

表-九-3-1 アマチュア無線の無線局数の推移 

 H18.3 末 H19.3 末 H20.3 末 H21.3 末 H22.3 末 

全 

国 

無線局数 555,351 528,288 508,238 489,256 470,846

対前年比 -7.36% -4.87% -3.79% -3.73% -3.76%

九

州 
無線局数 52,394 48,982 46,549 44,182 42,232

対前年比 -8.54% -6.51% -4.97% -5.08% -4.41%

 

 

（エ）1.2GHz 帯無人ヘリテレ画像伝送 

1.2GHz 帯を使用した画像伝送用携帯局は、ラジコンヘリコプター等に搭載

したカメラから映像を伝送するため、1.2GHz 帯の電波を用いた実験局により

伝送実験が行われてきたものであり、画像品質が確保でき、他の無線局への

電波干渉もないことが確認されたことから、平成 19 年８月、実用局の免許が

可能となるよう周波数割当計画の変更を行ったところである。平成 22 年３月

における無線局数は１局となっている。 

 

③ 周波数割当ての動向 

本周波数区分は、国際的に主に移動、無線標定及び無線航行衛星（宇宙から地球）

の各業務に一次業務で、アマチュア業務に二次業務で分配されており、国内の分配

も同様のものとなっている。 

 

（４）総合評価  

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、二次業務である

1.2GHz 帯アマチュア無線の利用が多いものの、各システムの利用状況や管理体制の

整備状況、国際的な周波数割当てとの整合性等から判断すると、概ね適切に利用さ

れているといえる。 

また、本周波数区分の電波利用システムの多くは、国際的に使用周波数等が決め

られたシステムであることなどから、他の電気通信手段への代替及び他の周波数帯
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への移行は総じて困難である。 

ただし、レーダーについては、更なる周波数の有効利用に向けて、国際的な整合

性等を考慮しつつ、スプリアス低減技術及び周波数有効利用技術等の開発を行い、

導入を検討することが望ましい。 
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第４款 1.4GHz 超 1.71GHz 以下の周波数の利用状況【九州】 

 

（１）1.4GHz 超 1.71GHz 以下の周波数を利用する主な電波利用システム 

 

① 無線局免許等を要する電波利用システム 

電波利用システム名 免許人数 無線局数 

1.5GHz 帯携帯無線通信 1
（注 1） 

74,873 

1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信 8
（注 2） 

177 

インマルサットシステム 1 
（注 3） 

133 

MTSAT システム 1 4 

イリジウムシステム 0
（注 4） 

0 

1.6GHz 帯気象衛星 0 0 

気象援助業務（空中線電力が 1kW 未満の無線局

（ラジオゾンデ）） 
2 5 

実験試験局その他（1.4-1.71GHz） 8 14 

合  計 21 75,206 

（注 1）このうち、包括免許の無線局数は 72,993 局 

（注 2）このうち、包括免許の無線局数は 174 局 

（注 3）このうち、包括免許の無線局数は 0 局 

（注 4）このうち、包括免許の無線局数は 0 局 

 

 

② 無線局免許等を要しない等の電波利用システム 

電波利用システム名 無線局数

1.4GHz 帯電波天文（注 1） （注 2）－

GPS システム （注 2）－

合  計 －

（注 1）受動業務のシステム 

（注 2）調査対象外 

 

 

（２）無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における九州管内の電波利用システムごとの無線局数の割合は、

1.5GHz 帯携帯無線通信が 99.6％とほとんどを占めている（図-九-4-1）。 
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図-九-4-1 九州管内における無線局数の割合 

 

*1　グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値が100%にならないことがある。
*2　グラフ中で無線局数の割合が0.05%未満の場合は、0.0%と表示している。
*3　グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*4　表中で無線局数の割合が0.005%未満の場合は、0.00%と表示している。

実験試験局（1.4-1.71GHz） 0.02% 14

気象援助業務（空中線電力が１ｋＷ未満の無線局（ラジオゾンデ）） 0.01% 5

割合 局数

MTSATシステム 0.01% 4

1.5GHz帯携帯無線通信
99.6% (74,873局)

1.5GHz帯ＭＣＡ陸上移動通信
0.2% (177局)

インマルサットシステム
0.2% (133局)

その他
0.03% (23局)

 

 

図-九-4-2 各総合通信局管内における無線局数の割合 

*1  グラフ中で無線局数の割合が0.05%未満の場合は、0.0％と表示している。
*2　グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*3  表は全国の値を表示している。
*4  表中で無線局数の割合が0.005%未満の場合は、0.00％と表示している。
*5  該当システムが存在しない場合は、無線局数の割合を〔-〕と表示している。

インマルサットシステム MTSATシステム
イリジウムシステム 1.6GHz帯気象衛星
気象援助業務（空中線電力が１ｋＷ未満の無線局（ラジオゾ 実験試験局（1.4-1.71GHz）
その他（1.4-1.71GHz）

0.01% 0.03%
-

無線局数の割合 無線局数の割合

1.0% 0.03%
0.8% 0.00%

89.6%

99.6%

99.7%

78.0%

96.8%

99.9%

98.2%

90.6%

99.9%

99.5%

99.6%

98.1%

7.7%

0.0%

15.6%

1.7%

9.2%

0.2%

1.9%

0.4%

0.3%

4.4%

3.2%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0.5%

0.2%

1.9%
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東海
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中国

四国
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沖縄

1.5GHz帯携帯無線通信 1.5GHz帯ＭＣＡ陸上移動通信 その他
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平成19年度に実施した電波の利用状況調査による各電波利用システム別の無線局

数と今回の調査による無線局数とを比較すると、1.5GHz 帯携帯無線通信が

3,208,017局から 74,873局へと 97.7％減少している。これは、1.5GHz帯の周波数再

編に基づき、第３世代への移行期限が平成22年３月末までとされていることによる

ものである。 

1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信についても 339 局から 177 局へと 47.8％減少している。

また、インマルサットシステムについても、184 局から 133 局へと 27.7％減少して

いる（図-九-4-3）。 

 

図-九-4-3 システム別の無線局数の推移（経年比較） 

*1　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2　「その他」には以下のシステムが含まれている。

その他（1.4-1.71GHz） - -

平    成
19年度

平    成
22年度

平    成
19年度

平    成
22年度

-イリジウムシステム - - 1.6GHz帯気象衛星 -

当周波数帯の
合計

1.5GHz帯携帯
無線通信

1.5GHz帯ＭＣ
Ａ陸上移動通

信

インマルサット
システム

実験試験局
（1.4‐1.71GHz）

MTSATシステ
ム

気象援助業務
（空中線電力

が１ｋＷ未満

の無線局（ラジ
オゾンデ））

その他(*2)

平成19年度 3,208,559 3,208,017 339 184 11 4 4 －

平成22年度 75,206 74,873 177 133 14 4 5 －

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

平成19年度 平成22年度
（無線局数）

 

 

九州管内の無線局数は他の総合通信局管内と同様に減少している（図-九-4-4）。 
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図-九-4-4 各総合通信局管内における無線局数の推移（経年比較） 

 

*　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成19年度 1,279,458 2,097,899 11,067,615 880,631 733,815 3,920,730 5,343,098 2,026,827 1,073,252 3,208,559 169,014

平成22年度 28,590 58,664 306,618 444 19,282 135,630 89,747 37,725 17,565 75,206 1,770

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

（無線局数）
平成19年度 平成22年度

 
各電波利用システムの九州管内の人口１万人あたりの無線局数について、平成 19

年度に実施した電波の利用状況調査による無線局数と今回の調査による無線局数と

を比較してみると、1.5GHz帯携帯無線通信は2,387.63局から 54.61局へと減少して

いる。1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信についても 0.25 局から 0.13 局へと減少している。

それ以外のシステムについては大きな変化は見られない（図-九-4-5）。 
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図-九-4-5 システム別の人口 1 万人あたりの無線局数（経年比較） 

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2  0.005未満については、0.00と表示している。

1.5GHz帯携帯
無線通信

1.5GHz帯ＭＣ
Ａ陸上移動通

信

インマルサット
システム

MTSATシステ
ム

イリジウムシス
テム

1.6GHz帯気象
衛星

気象援助業務
（空中線電力

が１ｋＷ未満

の無線局（ラジ
オゾンデ））

実験試験局
（1.4‐1.71GHz

）

その他（1.4‐
1.71GHz）

平成19年度 2,387.63 0.25 0.14 0.00 － － 0.00 0.01 －

平成22年度 55.73 0.13 0.10 0.00 － － 0.00 0.01 －

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

平成19年度 平成22年度

（無線局数）

 

 

（３）総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

① 電波に関する技術の発達の動向 

「第４章 周波数区分ごとの評価結果」を参照。 

 

 

② 電波に関する需要の動向 

（ア）1.5GHz 帯携帯無線通信 

平成 16 年３月における九州管内の無線局数は、約 594 万局であったが、平

成 19 年５月に 3.5 世代、3.9 世代移動通信システムの導入に向け、既存の第

2 世代移動通信システムの使用期限を平成 22 年３月までとしていることによ

り、平成 19 年３月における無線局数約 321 万局から平成 22 年３月における

無線局数約 7.5 万局へ一時的に減少しているものであり、今後、第３世代の

高度化システムが順次導入される予定であり、その普及拡大が予想される。 

 

（イ）1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信 

九州管内では、平成 13 年度末の約１千加入をピークとして年々減少してお

り、平成 21 年度末の加入局数は 193 加入まで、大きく減少している（図-九

-4-6）。1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信システムにおいては、1.5GHz 帯携帯無線

通信用周波数の確保のため、当該割当周波数の使用期限を平成 26 年３月 31

日までとしているところであり、1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信システムの無線

局の一部については、800MHz 帯 MCA 陸上移動通信システムへ移行が行われて

いる状況である。 
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図-九-4-6 1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信の加入局数の推移 

平成5年度

末

平成6年度

末

平成7年度

末

平成8年度

末

平成9年度

末

平成10年度

末

平成11年度

末

平成12年度

末

平成13年度

末

平成14年度

末

平成15年度

末

平成16年度

末

平成17年度

末

平成18年度

末

平成19年度

末

平成20年度

末

平成21年度

末

1.5GHz帯デジタル 0 9,200 28,800 50,800 67,700 79,100 95,000 104,200 99,900 98,288 101,189 102,847 93,410 90,093 84,716 72,387 61,971

1.5GHz帯アナログ 76,247 93,841 105,590 98,186 91,236 80,954 70,135 58,609 45,806 32,388 21,633 14,446 6,515 3,633 0 0 0

1.5GHz帯合計 76,247 103,041 134,390 148,986 158,936 160,054 165,135 162,809 145,706 130,676 122,822 117,293 99,925 93,726 84,716 72,387 61,971

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

(無線局数）

 

 

（ウ）インマルサットシステム 

本周波数区分を使用する電波利用システムのうち、インマルサットシステ

ムについては、全国的には提供サービスの多様化等により増加しているが、

九州管内では、主に船舶搭載型であるため、利用船舶の減少に伴い平成 19 年

度調査時から 27.7％減と大きく減少している。しかし、本システムは世界的

に同一の周波数帯が割り当てられており、北極及び南極を除きほぼ全地球上

で使用可能であることから、国際航行を行う船舶等に搭載される端末を中心

として、今後も安定的な需要があるものと考えられる。また提供サービスの

多様化に伴い、砂漠、山岳地帯等、条件不利地域における報道機関の利用、

災害救助活動、海外プラント建設、学術調査などにも利用されており、新た

な需要につながる可能性がある。また、平成 20 年２月からインマルサット

BGAN 型の船舶搭載型及び車載型のサービスが導入されたことにより、新たな

利用形態の拡大が図られ、需要が拡大することが予想される。 

 

表-九-4-1 インマルサットシステムの無線局数の推移【九州管内】 

 平成 16 年度 平成 19 年度 平成 22 年度 

全

国 

無線局数 4,415 6,101 7,634 

伸び率 － 38.2％ 25.1％ 

九

州 

無線局数 233 184 133 

伸び率 － -21.0％ -27.7％ 
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（エ）その他の電波利用システムに関する周波数需要動向 

1.6GHz 帯気象衛星については、宇宙から地球の広い範囲を観測することが

できるため、我が国の気象観測の中核を担うシステムであり、観測データは、

国際協力の下、東南アジア、オーストラリア等、西太平洋の国々でも利用さ

れている。本システムにより観測された気象情報は、天気予報の精度向上、

災害防止等、国民の安全な生活に重要な役割を果たしており、今後も本シス

テムの使用が継続されるものと考えられる。また、気象援助業務（空中線電

力が 1kW 未満の無線局（ラジオゾンデ））は、気象観測を補助するシステムと

して使用されている。 

MTSAT における航空ミッションについては、航空交通の増加に対応し、通

信、航法、監視及び航空交通管理の機能を有するものであり、今後も使用が

継続されるものと考えられる。 

GPS システムについては、外国の衛星から提供される無線測位サービスで

あり、国内では受信のみの使用であるが、自動車、船舶等の交通手段や携帯

無線通信用端末に搭載されるナビゲーション・システムにおいて幅広く利用

されており、また、平成 22 年９月に準天頂衛星の初号機が打上げられ、今後

GPS の利用効率の改善や新たな利用形態などの研究開発・実証実験が行われ

ており、今後も需要が拡大するものと考えられる。 

 

③ 周波数割当ての動向 

（ア）1.5GHz 帯携帯無線通信 

1.5GHz 帯における 3.5 世代高度化システム（HSPA+、DC-HSDPA）及び 3.9 世

代システム（LTE）の技術基準が策定されたことを受け、平成 21 年３月に同

周波数帯を使用する特定基地局の開設指針が定められ、同年６月にソフトバ

ンクモバイル株式会社、KDDI 株式会社（沖縄セルラー株式会社）及び株式会

社エヌ・ティ・ティ・ドコモに対して 1.5GHz 帯の周波数帯を使用する特定基

地局の開設計画の認定を行ったところである。 

 

図-九-4-7 1.5GHz 帯携帯無線通信システムの周波数配置 

① 1475.9MHz を超え 1485.9MHz 以下 

ソフトバンクモバイル株式会社 

② 1485.9MHz を超え 1495.9MHz 以下 

KDDI 株式会社/沖縄セルラー電話株式会社 

③ 1495.9MHz を超え 1510.9MHz 以下 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

 

※東名阪等について、1503.35-1510.9MHz の周波数においては、 

デジタル MCA の使用期限満了後の平成 26 年 4 月より使用可。 

また、1.5GHz 帯への 3.5 世代高度化システム及び 3.9 世代システムの導入

に向け、より高速・大容量なサービスを可能とするため、携帯無線通信用周

波数を現行の 25MHz 幅×２から 35MHz 幅×２へ拡張できるよう、平成 21 年３

月に周波数割当計画の変更を行い、デジタル MCA 陸上移動通信システムにつ

いて、他の代替システムへ移行を図るため、周波数の使用期限を最長で平成

26 年 3 月までとしたところである。 

東名阪等の地域においては、デジタル MCA 陸上移動通信の使用が終了する

平成 26 年４月以降に携帯無線通信（3.5 世代高度化システム、3.9 世代シス

テムの導入）の導入が可能となる予定であるが、デジタル MCA 陸上移動通信

システムの移行状況を踏まえ、適宜、携帯無線通信用の周波数拡張を図るた

め、地域毎にデジタル MCA 陸上移動通信システムの周波数の使用期限を見直

すことが必要である。 
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（イ）1.5GH 帯 MCA 陸上移動通信 

1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信は、1,453-1,465MHz及び 1,501-1,513MHzを使用

してきたところである。 

その後、MCA 事業者（財団法人移動無線センター及び財団法人日本移動無線

システム協会）から、同システムのより効率的な運用を行うことにより、周

波数の一部（1,453-1,455.35MHz及び 1,501-1,503.35MHz）の使用を平成 22

年３月 31 日までとしたい旨の申出を受け、電波監理審議会への諮問・答申を

経て、平成 20 年９月に周波数割当計画の変更を行い、1,453-1,455.35MHz及

び 1,501-1,503.35MHz の周波数の使用期限を平成 22 年３月までとしたところ

である。 

さらに、1.5GHz 帯への携帯無線通信（3.5 世代高度化システム、3.9 世代シ

ステム）の導入に向けた周波数確保のため、1.5GHz 帯 MCA 陸上移動携帯無線

通信の利用状況を踏まえ、地域ごとに使用期限を設ける旨（最長平成 26 年 3

月まで）について、電波監理審議会への諮問・答申を経て、平成 21 年３月に

周波数割当計画の変更を行ったところである。 

なお、携帯無線通信の周波数拡大に向けて、平成 26 年３月 31 日までの使

用期限とされている地域についても、利用動向を踏まえ、地域ごとに使用期

限の前倒しを検討していくことが適当である。 

 

図-九-4-8 1.5GHz 帯 MCA 陸上移動通信システムの周波数配置 

1513

1427.9 1453 1465

1475.9 1501

携帯無線通信用
25MHz×2

デジタルMCA

陸上移動通信用

1455.35

1503.35
【MHz】

（上り周波数）

（下り周波数）

携帯電話用周波数帯
として10MHz×2拡張

2.35MHz×2
平成22年3月まで

9.65MHz×2
東北、信越、北陸、四国、沖縄：

平成22年3月まで
北海道、関東、東海、近畿、中国、九州：

平成26年3月まで

 

 

地 域 使用期限 

東北、信越、北陸、四国、沖縄 平成 22 年 3 月 31 日まで 

北海道、関東、東海、近畿、中国、九州 平成 26 年 3 月 31 日まで 

 

 

（ウ）その他の電波利用システムへの周波数割当てについて 

インマルサットシステム及び GPS システムについては、世界的に共通の周

波数帯を使用しており、今後も国際的に調和のとれた周波数利用を維持する

必要がある。 

 

（４）総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、1.5GHz 帯携帯無線通

信をはじめとする多数の無線局により稠密に利用されていること、デジタル技術等

の周波数有効利用技術の導入率が総じて高いこと、各システムの利用状況や管理体

制の整備状況及び国際的な周波数割当てとの整合性等から判断すると、概ね適切に

利用されている。 
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また、本周波数区分の電波利用システムの多くは、有線系への代替が困難な移動

業務及び移動衛星業務のシステムであること、目的に対して適切な周波数帯が選定

されていることなどから、これらのシステムについては、他の手段への代替及び他

の周波数帯への移行は総じて困難である。 

1.5GHz 帯への携帯無線通信（3.5 世代高度化システム、3.9 世代システム）の導入

に向けた周波数確保のため、1.5GHz帯 MCA陸上移動通信については、平成26年３月

31日までに800MHz帯 MCA陸上移動通信の活用など、他の代替システムへ移行を円滑

に進めることが適当である。また、携帯無線通信の周波数拡大に向けて、平成26年

３月 31日までの使用期限とされている地域についても、その利用動向を踏まえ、地

域ごとに使用期限の前倒しを検討していくことが適当である。 
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第５款 1.71GHz 超 2.4GHz 以下の周波数の利用状況【九州】 

 
（１）1.71GHz 超 2.4GHz 以下の周波数を利用する主な電波利用システム 

 

① 無線局免許等を要する電波利用システム 

電波利用システム名 免許人数 無線局数 

1.7GHz 帯携帯無線通信 2
（注 1） 

5,412,643 

PHS 1 15,007 

PHS（基地局（登録局）） 1 22 

2GHz 帯携帯無線通信 4
（注 2） 

9,492,715 

ルーラル加入者無線 1
（注 3） 

147 

衛星管制 1 1 

実験試験局その他（1.71-2.4GHz） 13 74 

合  計 23 14,920,609 

（注 1）このうち、包括免許の無線局数は 5,412,002 局 

（注 2）このうち、包括免許の無線局数は 9,469,082 局 

（注 3）このうち、包括免許の無線局数は 107 局 

 

 

② 無線局免許等を要しない等の電波利用システム 

電波利用システム名 無線局数 

PHS（端末） 
（注）

2,367,002

デジタルコードレス電話 
（注）

904,781

合  計 3,271,783

（注）平成 19 年度から平成 21 年度までの全国における出荷台数を合計した値 

 

 

（２）無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、2GHz 帯携帯無

線通信が 63.6％、1.7GHz 帯携帯無線通信が 36.3％となっており、両システムの無

線局数で 99.9％を占めている。次いで PHS が 0.1％などとなっている（図-九-5-1）。 

なお、ルーラル加入者無線については、全国の無線局数の 63.1％を九州が占めて

いる。これは、九州管内は山間部や離島が多く、有線によるシステム整備が困難な

地域が点在しており、他の地域に先駆けて多く導入されているためである。 
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図-九-5-1 九州管内における無線局数の割合 

*1　グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値が100%にならないことがある。
*2　グラフ中で無線局数の割合が0.05%未満の場合は、0.0%と表示している。
*3　グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*4　表中で無線局数の割合が0.005%未満の場合は、0.00%と表示している。

ＰＨＳ（登録局） 0.00% 22

割合 局数
ＰＨＳ 0.10% 15,007

ルーラル加入者無線 0.00% 147
衛星管制 0.00% 1
実験試験局（1.71-2.4GHz） 0.00% 73
その他（1.71-2.4GHz） 0.00% 1

2GHz帯携帯無線通信

63.6% (9,492,715局)

1.7GHz帯携帯無線通信

36.3% (5,412,643局)

その他

0.1% (15,251局)

 

 

九州管内の無線局数の割合をみると、概ね他の総合通信局管内と同様の比率であ

り、2GHz 帯携帯携帯無線通信が 63.6％、1.7GHz 帯携帯無線通信が 36.3％となって

いる（図-九-5-2）。 
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図-九-5-2 各総合通信局管内における無線局数の割合

*1  グラフ中で無線局数の割合が0.05%未満の場合は、0.0％と表示している。
*2　グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*3  表は全国の値を表示している。
*4  表中で無線局数の割合が0.005%未満の場合は、0.00％と表示している。
*5  該当システムが存在しない場合は、無線局数の割合を〔-〕と表示している。
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平成 19年度に実施した電波の利用状況調査による各電波利用システム別の無線局

数と今回の調査による無線局数とを比較すると、2GHz 帯携帯無線通信が 4,462,798

局から 9,492,715 局へと２倍以上増加している。これは、第 3 世代への移行が進ん

でいることを示している（図-九-5-3）。 
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図-九-5-3 システム別の無線局数の推移（経年比較）

*1　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2　「その他」には以下のシステムが含まれている。

平    成
19年度

平    成
22年度
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平    成
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衛星管制 2 1 その他（1.71-2.4GHz） - 1

当周波数帯の

合計
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線通信
ＰＨＳ

ルーラル加入者

無線

実験試験局

（1.71‐2.4GHz）

ＰＨＳ（登録

局）
その他(*2)

平成19年度 7,653,721 4,462,798 3,155,938 34,730 152 82 19 2

平成22年度 14,920,609 9,492,715 5,412,643 15,007 147 73 22 2
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8,000,000
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平成19年度 平成22年度
（無線局数）

 

 

九州管内の無線局数の推移については他の総合通信局管内と同様に大幅な増加と

なっている（図-九-5-4）。 

 

図-九-5-4 各総合通信局管内における無線局数の推移（経年比較） 

*　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成19年度 3,128,594 5,085,009 30,274,836 2,539,737 1,666,621 9,058,094 12,975,323 4,019,101 2,122,164 7,653,721 569,343

平成22年度 5,999,230 9,730,120 60,551,204 4,405,486 3,305,550 16,776,606 24,618,671 8,253,422 4,469,333 14,920,609 1,265,479
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各電波利用システムごとの人口 1万人あたりの無線局数について、平成 19年度に

実施した電波の利用状況調査による無線局数と今回の調査による無線局数とを比較

してみると、2GHz 帯携帯無線通信は 3,321.52 局から 7,065.14 局へ、1.7GHz 帯携帯

無線通信は、2,348.87 局から 4,028.46 局へとそれぞれ大幅に増加している（図-九

-5-5）。 

 

図-九-5-5 システム別の人口 1 万人あたりの無線局数（経年比較） 

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2  0.005未満については、0.00と表示している。
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2.4GHz）
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平成19年度 2,348.87 25.85 0.01 3,321.52 0.11 0.00 0.06 －
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（３）無線局に係る無線設備の利用状況等についての評価 

本調査については、1.7GHz 帯携帯無線通信、PHS 及び 2GHz 帯携帯無線通信の通信

量について評価を行った。 

九州管内における 1.7GHz 帯携帯無線通信の 1 局あたりの最繁時の平均通信量（音

声・データ通信量）は、993.8kbps となっている。全体の 99.3%がデータ通信となっ

ている（図-九-5-6）。 
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図-九-5-6 各総合通信管内における 1.7GHz 帯携帯無線通信の 

最繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

データ通信量 920.5  1,022.4  908.7  788.2  920.3  980.2  1,132.9  992.9  1,118.6  1,128.9  986.9  816.2 

音声通信量 21.3  6.1  4.5  19.3  4.0  2.4  53.2  16.4  4.1  2.3  6.9  2.9 

0.0 
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1,200.0 

1,400.0 
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九州管内における PHS の１局あたりの最繁時の平均通信量（音声・通信通信量）

は、11.0kbps と 1.7GHz 帯及び 2GHz 帯携帯無線通信と比べ、非常に低い状況である。

また、音声通信は 54.5%、データ通信は 45.5%の割合となっている（図-九-5-7）。 

 

図-九-5-7 総合通信管内における PHS の最繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

データ通信量 5.3  6.0  6.0  7.0  4.0  7.0  4.0  3.0  6.0  7.0  5.0  7.0 

音声通信量 14.9  12.0  12.0  17.0  9.0  10.0  12.0  23.0  12.0  13.0  6.0  8.0 
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九州管内における 2GHz 帯携帯無線通信の１局あたりの最繁時の平均通信量（音

声・データ通信量）は、721.5kbpsとなっており、1.7GHz帯携帯無線通信と同様に、

データ通信量が 88.6%と全国平均を上回る高い割合となっている（図-九-5-8）。 

 

 

 

 

 

 

3 - 九 - 56



 
 

図-九-5-8 総合通信管内における 2GHz 帯携帯無線通信の 

最繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

データ通信量 714.7  377.0  631.9  1,038.0  481.5  407.2  815.1  619.2  392.9  434.9  639.3  513.5 

音声通信量 100.7  37.7  183.8  134.3  52.9  45.0  98.5  90.5  48.9  50.3  82.2  65.3 
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（４）無線局を利用する体制の整備状況についての評価 

本調査については、1.7GHz 帯携帯無線通信、PHS、2GHz 帯携帯無線通信及びルー

ラル加入者無線を対象として、災害・故障時等の場合における対策状況、復旧体制

の整備状況、予備電源の有無及び運用可能時間について評価を行った。 

災害・故障時の場合における具体的な対策の有無として、以下のそれぞれの災害

等における対策について評価を行った。 

① 地震対策：耐震補強等 

② 火災対策：ガス消火設備の設置等 

③ 水害対策：地上２階以上に設置や防水扉による対策等 

④ 故障対策：代替用予備機の設置等 

災害等別では、特に火災対策への措置が講じられていない状況であり、システム

別では、1.7GHz 帯及び 2GHz 帯携帯無線通信における火災・水害対策が講じられて

いない状況であるという結果となっている（表-九-5-1）。 

 

表-九-5-1 災害・故障時等の対策実施状況 

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し

70.0% 30.0% 0.0% 0.0% 60.0% 40.0% 20.0% 80.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1.7GHz帯携帯無線通信 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

ＰＨＳ 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

2GHz帯携帯無線通信 66.7% 33.3% 0.0% 0.0% 83.3% 16.7% 16.7% 83.3% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

ルーラル加入者無線 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2  0.05%未満については、0.0％と表示している。

故障対策

当周波数帯の合計

地震対策 火災対策 水害対策

 
 

また、各システム毎の休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況に

ついては、全てのシステムにおいて復旧体制が整備されている状況である（図-九

-5-9）。 
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図-九-5-9 休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況 

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.7GHz帯携帯無線通信

ＰＨＳ

2GHz帯携帯無線通信

ルーラル加入者無線

全て 一部 無し

* 【災害・故障時等の対策実施状況】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数としたデータとしている。  

 

電波利用システム別の予備電源の保有の有無については、全てのシステムにおい

て、全て又は一部の無線局で保有している状況であり、また、予備電源の最大運用

可能時間は、PHS を除き３時間以上となっている（図-九-5-10）。 

 

図-九-5-10 システム別予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間 

50.0%

33.3%

100.0%

50.0%

100.0%

66.7%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て 一部 無し

3時間以上 3時間未満

1.7GHz帯携帯無線通信

ＰＨＳ

2GHz帯携帯無線通信

ルーラル加入者無線

*2 下段で〔0%〕と表示されている場合は、該当システムは存在するが全て予備電源を持っていないことを

示している。

*1  【予備電源の最大運用可能時間】は【予備電源の有無】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数とし、その内訳を表示している。

運用可能時間（具体的な時間）

運用可能時間（予備電源の有無）

 

 

 

（５）他の電気通信手段への代替可能性についての評価 

本調査については、ルーラル加入者無線（基地局、陸上移動局）を対象として、

他の電気通信手段への代替可能性について評価を行った。 

九州管内のルーラル加入者無線の免許人は１社（無線局数 147 局）であり、シス

テムの一部について他の周波数帯への移行及び、他の電気通信手段への代替が可能

と回答している。また、他の電気通信手段への代替時期については、１年以内と回
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答している。代替が困難なシステムの理由としては、代替可能なサービス（有線系

を含む。）が提供されていないこと、及び非常災害時等における信頼性が確保でき

ないことが挙げられている（図-九-5-11 から図-九-5-13 及び表-九-5-2）。 

 

図-九-5-11 他の周波数帯への移行可能性 

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ルーラル加入者無線

全て 一部 検討

 

 

図-九-5-12 他の電気通信手段への代替可能性 

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ルーラル加入者無線

全て 一部 困難

 

 

図-九-5-13 他の電気通信手段への代替時期 

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ルーラル加入者無線

1年以内 1年超 3年以内 3年超 5年以内 今後検討

 

 

表-九-5-2 他の電気通信手段への代替が困難な理由 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

100.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 100.0% 1 0.0% 0

ルーラル加入者無線 100.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 100.0% 1 0.0% 0

*1  【他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替可能性】で〔一部〕又は〔困難〕を選択したシステム数を母数としたデータとしている。

*2  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

*4　当設問は複数回答を可としている。

代替可能なサービス
（有線系を含む）が

提供されていないため
その他

当周波数帯の合計

非常災害時等に
おける信頼性が

確保できないため
経済的な理由のため

地理的に制約が
あるため

必要な回線品質が
得られないため

 

 

 

（６）総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

① 電波に関する技術の発達の動向 

「第４章 周波数区分ごとの評価結果」を参照。 
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② 電波に関する需要の動向 

（ア）1.7GHz 帯及び 2GHz 帯携帯無線通信 

1.7GHz帯携帯無線通信の無線局数は、平成 22年３月において約 541万局と

なっており、平成 19 年３月における約 316 万局と比べ約 1.7 倍に増加してい

る。2GHz 帯携帯無線通信についても、平成 22 年３月における無線局数は約

949万局となっており、平成19年３月における無線局数446万局と比べ約2.1

倍に増加している。また、800MHz 帯携帯無線通信、1.7GHz 帯携帯無線通信、

2GHz 帯携帯無線通信、PHS のトラヒックを比較すると、下表のとおりであり、

全般的にデータ通信のトラヒックが増加している。特に、1.7GHz 帯及び 2GHz

帯携帯無線通信においては、平成 19 年度の調査と比較すると、データ通信の

トラヒックは約 2.8 倍に増加しており、近年のデータや映像などデジタルコ

ンテンツの利用が増加しているものと考えられる。（1.7GHz 帯携帯無線通信

の通信量は今回から調査対象。） 

 

図-九-5-14 携帯無線通信等の最繁時における平均通信量（１無線局当たりの平均通信量） 

〔 単位：　kbps 〕

調査年度 音声 データ 全体

平成19年度 287.2 305.9 593.1

平成22年度 79.8 158.9 238.7

平成19年度 0.0 0.0 0.0

平成22年度 6.9 986.9 993.8

平成19年度 67.2 226.9 294.1

平成22年度 82.2 639.3 721.5

平成19年度 6.3 9.6 16.0

平成22年度 6.0 5.0 11.0
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（イ）PHS 

PHS の基地局数（レピータ局を含む。）は、平成 22 年３月現在、約 1.5 万

局であるが、平成 19 年３月時点の約 3.5 万局から 56.8%減少している。今後、

携帯電話の高度化や広帯域無線アクセスシステムの導入に伴い、無線局数は

徐々に減少していくことが予想される。なお、免許を要しない PHS 端末局の

出荷台数は、平成 19 年度：1,314,943 台、平成 20 年度：636,679 台、平成 21

年度：415,380 台と、ここ数年において、約 68％も減少している（PHS 端末局

の中にはデジタルコードレス電話としても使用している場合がある。）。 

 

（ウ）デジタルコードレス電話 

デジタルコードレス電話の技術基準適合証明数・工事設計認証の出荷台数

は、平成 22 年度の調査（平成 19 年度～平成 21 年度までの３年間の総出荷台

数）においては、904,781 台となっており、平成 19 年度の調査（平成 16 年度

～平成 18 年度までの３年間の総出荷台数）における 941,250 台と比べ横ばい

であるが、今後、高度化されたデジタルコードレス電話の導入により、普及

が拡大することが予想される。 

 

（エ）ルーラル加入者無線 

ルーラル加入者無線は、光ファイバ等の有線の敷設が困難な地域に電気通

信事業者が公衆（加入）電話サービスの提供のために利用するものであり、

２GHz 帯の周波数として 50MHz 幅（上り下りで合計 100MHz 幅）を確保してい

る。当該システムでは、実際５MHz 間隔で５波ずつの 25MHz（上り／下りで合

計 50MHz）幅が割り当てられており、１スパン最大 20km 程度、多段中継を行

うことにより最大 100km 程度の地点間の中継を確保している。ルーラル加入

者無線の無線局数は、平成 22 年３月において 147 局となっており、平成 19

年３月の 152 局と比べて３％減少と縮退の傾向になっている。現在の利用状

況を踏まえ、かつ、今後のルーラル地域等における高速のインターネットア

クセス回線の需要を考慮すれば、基本電話サービスの維持を確保した上で、

使用周波数幅の縮小をはじめ、他のシステムによる代替手段の検討を進める

ことも必要である。 

 

③ 周波数割当ての動向 

（ア）1.7GHz 帯及び 2GHz 帯携帯無線通信 

IMT-2000 の FDD 方式用の周波数については、上り／下り 60MHz ずつの合計

120MHz を割当てている。本周波数を含む 1710-2025MHz 及び 2110-2200MHz は、

IMT-2000 用の周波数として全世界共通の分配がなされており、国際的に調和

のとれた周波数使用を行っている。 

1.7GHz 帯における 3.5 世代高度化システム（HSPA+、DC-HSDPA）及び 3.9 世

代システム（LTE）の技術基準が策定されたことを受け、平成 21 年３月に同

周波数帯を使用する特定基地局の開設指針が定められ、同年６月にイー・モ

バイル株式会社に対して 1.7GHz 帯の周波数帯を使用する特定基地局（周波

数：1,844.9-1854.9MHz 10MHz 幅）の開設計画の認定を行ったところである。 
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図-九-5-15 1.7GHz 帯携帯無線通信用の周波数配置 

 

1749.9 1764.9 1784.9 1844.9 1859.9 1879.9

1884.5
IMT-2000
全国バンド

IMT-2000
全国バンド

IMT-2000
東名阪バンド

IMT-2000
東名阪バンド 【MHz】

公共業務 公共業務 PHS

 

また、平成 23 年１月には周波数のひっ迫状況を踏まえ、株式会社エヌ・テ

ィ・ティ・ドコモに対して、1.7GHz 帯の周波数帯を使用する特定基地局の開

設計画の認定の変更（上り／下り５MHzずつの合計10MHz幅の拡張）を行った。

ワイヤレスブロードバンド実現に向けた移動体通信の周波数需要に応じ、平

成 24 年中に新たに上り／下り５MHz ずつの合計 10MHz 幅を確保できるよう調

整を進めるべきである。また、現在、東名阪地域に限り限定されている周波

数帯域（1764.9～1784.9MHz、1859.9～1879.9MHz）について、使用可能地域

の拡大について検討を行うべきである。 

 

（イ）PHS 

PHS については、2GHz 帯携帯無線通信の需要増加及び PHS の利用の減少を

踏まえ、PHS の使用周波数を縮小することとしており、使用周波数の組み換

えを図り、1915.85MHz 以上 1919.45MHz 以下の周波数の使用期限を平成 24 年

５月 31 日までとしている。平成 24 年６月以降は、これにより 2GHz 帯携帯無

線通信用の周波数の拡大（5MHz 幅×２）が図られることとなる。 

 

（ウ）デジタルコードレス電話 

デジタルコードレス電話は、PHS 用として割り当てられた周波数の一部を

共用しており、PHS 用の周波数については、一定の有効利用が図られてい

る。 

 

（エ）ルーラル加入者無線 

ルーラル加入者無線は、今後需要増が見込めないことから、ルーラル加入

者無線の周波数を縮減すること及び他のシステムへの代替の可能性を検討す

ることが適当である。 

 

 

（７）総合評価  

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、PHS 及び 2GHz 帯携帯

無線通信をはじめとする多数の無線局により稠密に利用されていること、デジタル

技術等の周波数有効利用技術の導入率が総じて高いこと、各システムの利用状況や

管理体制の整備状況、及び国際的な周波数割当てとの整合性等から判断すると、概

ね適切に利用されている。 

また、本周波数区分の電波利用システムの多くは、有線系への代替が困難な移動

業務のシステムであること及び目的に対して適切な周波数帯が選定されていること

などから、代替可能な一部の電波利用システムを除くと、他の電気通信手段への代

替及び他の周波数帯への移行は総じて困難である。 
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携帯無線通信については、移動通信システムの周波数需要に対処するため、技術

の進展を踏まえ、２GHz 帯において TDD 方式を活用する移動通信システムの技術的

な検討を進め、導入を図ることが適当である。 

また、1.7GHz 帯においては、ワイヤレスブロードバンド実現に向けた移動体通信

の周波数需要に応じ、平成 24 年中に新たに上り／下り５MHz ずつの合計 10MHz 幅を

確保できるよう調整を進めるべきである。また、現在、東名阪地域に限り限定され

ている周波数帯域（1764.9～1784.9MHz、1859.9～1879.9MHz）について、使用可能

地域の拡大について検討を行うべきである。 

ルーラル加入者無線については、宇宙運用を行う衛星通信システムと周波数を共

用し、有線の敷設が困難な地域において使用されている無線システムであり、他の

電気通信手段への代替が極めて困難である。しかしながら、ルーラル加入者無線シ

ステムに確保してきた周波数のうち割当てられていない周波数があることから、今

後の需要が大きく変化する可能性が低いことも踏まえ、他の無線システムが利用可

能となるようルーラル加入者無線システムに割り当てられた帯域を縮減又は他の無

線システムへの代替も含め検討するとともに、当該周波数帯域における他の無線シ

ステムの利用可能性についても検討していくことが適当である。 

PHS については、2GHz 帯携帯無線通信の需要増加及び PHS の利用の減少を踏まえ、

PHS の使用周波数を縮小することとし、PHS の使用周波数の組み換えを図り、

1915.85MHz 以上 1919.45MHz 以下の周波数の使用期限を平成 24年５月 31日までとし

ているところである。今後、使用期限までに円滑な周波数の移行を図ることが適当

である。 
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第６款 2.4GHz 超 2.7GHz 以下の周波数の利用状況【九州】 

 

（１）2.4GHz 超 2.7GHz 以下の周波数を利用する主な電波利用システム 

 

① 無線局免許等を要する電波利用システム 

電波利用システム名 免許人数 無線局数 

2.4GHz 帯アマチュア無線 2,065 2,092 

2.4GHz 帯移動体識別（構内無線局） 34 74 

2.4GHz 帯移動体識別（構内無線局（登録局）） 0 0 

道路交通情報通信システム（VICS ビーコン） 2 307 

N-STAR 衛星移動通信システム 0
（注 1） 

0 

広帯域移動無線アクセスシステム 6
（注 2） 

510 

実験試験局その他（2.4-2.7GHz） 3 9 

合  計 2,110 2,992 

（注 1）このうち、包括免許の無線局数は 0 局 

（注 2）このうち、包括免許の無線局数は 80 局 

 

 

② 無線局免許等を要しない電波利用システム 

電波利用システム名 無線局数 

2.4GHz 帯移動体識別（特定小電力無線局） 
（注 1）

76,394

2.4GHz 帯小電力データ通信システム 
（注 1）

391,480,134

2.69GHz 帯電波天文（注 3） （注 2）－

合  計 391,556,528

（注 1）平成 19 年度から平成 21 年度までの全国における出荷台数を合計した値 

（注 2）調査対象外 

（注 3）受動業務のシステム 

 

 

（２）無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、2.4GHz 帯アマ

チュア無線が 69.9%と最も高い割合となっており、次いで広帯域移動無線アクセス

システムが 17.0％、道路交通情報通信システム（VICS ビーコン）が 10.3％となって

おり、この 3 つのシステムで 97.2％を占める（図-九-6-1）。 
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図-九-6-1 九州管内における無線局数の割合 

*1　グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値が100%にならないことがある。
*2　グラフ中で無線局数の割合が0.05%未満の場合は、0.0%と表示している。

2.4GHz帯アマチュア無線

69.9% (2,092局)

広帯域移動無線アクセスシステム

17.0% (510局) 道路交通情報通信システム

（ＶＩＣＳビーコン）

10.3% (307局)

2.4GHz帯移動体識別（構内無線局）

2.5% (74局)

実験試験局（2.4‐2.7GHz）

0.3% (9局)

 

 

九州管内では、2.4GHz 帯アマチュア無線の占める割合（69.9%）が他の総合通信局

管内と比較しても最も高い。（図-九-6-2）。 

 

図-九-6-2 各総合通信局管内における無線局数の割合 

*1  グラフ中で無線局数の割合が0.05%未満の場合は、0.0％と表示している。
*2　グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*3  表は全国の値を表示している。
*4  表中で無線局数の割合が0.005%未満の場合は、0.00％と表示している。
*5  該当システムが存在しない場合は、無線局数の割合を〔-〕と表示している。

2.4GHz帯移動体識別（構内無線局） 2.4GHz帯移動体識別（構内無線局）（登録局）
実験試験局（2.4-2.7GHz） その他（2.4-2.7GHz）

無線局数の割合 無線局数の割合
0.5% 0.09%
0.3% -

59.9%
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14.1%

63.2%
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42.9%
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41.8%

35.7%

71.5%

17.0%

35.4%

29.4%

33.6%

7.7%

64.1%

58.3%

2.2%

61.9%

48.3%

38.9%

38.4%

45.4%

21.9%

69.9%

39.6%

2.0%

15.7%

20.7%

0.6%

19.4%

3.9%

9.4%

16.1%

14.3%

5.8%

10.3%

24.0%

0.9%
2.2%

6.8%

0.5%

12.3%

5.0%

3.9%

3.7%

4.5%

0.7%

2.8%

1.0%
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北海道
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関東

信越
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東海
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中国

四国

九州

沖縄

広帯域移動無線アクセスシステム Ｎ－ＳＴＡＲ衛星移動通信システム

2.4GHz帯アマチュア無線 道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳビーコン）

その他

 

 

平成 19年度に実施した電波の利用状況調査による各電波利用システム別の無線局

数と今回の調査による無線局数とを比較すると、新たに導入された広帯域移動無線
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アクセスシステムが、急激に増加している。一方、2.4GHz 帯アマチュア無線は

3,160 局から 2,092 局へ 33.8％減少している（図-九-6-3）。 

 

図-九-6-3 システム別の無線局数の推移（経年比較） 

*1　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2　「その他」には以下のシステムが含まれている。

平    成
19年度

平    成
22年度

平    成
19年度

平    成
22年度

Ｎ－ＳＴＡＲ衛星移動通信システム - - 広帯域移動無線アクセスシステム - 510

当周波数帯の

合計

2.4GHz帯アマ

チュア無線

道路交通情報通

信システム（ＶＩ

ＣＳビーコン）

2.4GHz帯移動体

識別（構内無線

局）

その他（2.4‐

2.7GHz）

実験試験局（2.4‐

2.7GHz）

2.4GHz帯移動体

識別（構内無線

局）（登録局）

その他(*2)

平成19年度 3,670 3,160 296 124 83 7 － －

平成22年度 2,992 2,092 307 74 － 9 － 510

0
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1,000

1,500

2,000
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4,000

平成19年度 平成22年度
（無線局数）

 

 

九州管内における無線局数の推移については、道路交通情報通信システム（VICS

ビーコン）や広帯域移動無線アクセスシステム以外は減少傾向となっている（図-九

-6-4）。 
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図-九-6-4 各総合通信局管内における無線局数の推移（経年比較） 

*　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成19年度 886  1,222  46,782  903  427  2,474  3,241  970  662  3,670  79 

平成22年度 948  1,186  126,911  867  700  3,714  3,866  1,367  2,047  2,992  96 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

140,000 

（無線局数）
平成19年度 平成22年度

 
 

各電波利用システムごとの人口１万人あたりの無線局数について、平成19年度に

実施した電波の利用状況調査による無線局数と今回の調査による無線局数（新たに

導入された広帯域移動無線アクセスシステムを除く。）と比較してみると、道路交

通情報通信システム（VICS ビーコン）については 0.22 局から 0.23 局に微増してい

るが、2.4GHｚ帯アマチュア無線については 2.35 局から 1.56 局へ減少している（図

-九-6-5）。 
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図-九-6-5 システム別の人口 1 万人あたりの無線局数（経年比較）

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2  0.005未満については、0.00と表示している。
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アクセスシステム
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（３）総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

① 電波に関する技術の発達の動向 

「第４章 周波数区分ごとの評価結果」を参照 

 

② 電波に関する需要の動向 

（ア）広帯域移動無線アクセスシステム 

モバイル WiMAX については、現在、UQ コミュニケーションズ株式会社がサ

ービスを提供している。2010年８月に基地局10,000局を突破し、特定基地局

開設計画（基地局数：2010 年に約 9,000 局、サービスエリア：2012 年末に

1,161 市区町村で提供）を前倒して整備を進めており、同年 10 月末時点で、

全国の政令指定都市、県庁所在地を含む 509 市区町村にてサービス提供して

いる。また、屋外基地局の整備と並行して、人の集まる主要駅、空港等の屋

内基地局の整備や、建物内、列車内等の電波未到達エリア対策として、小電

力レピータなどの活用も行っている。 

次世代 PHS（XGP）については、株式会社ウィルコムが平成 21 年４月より東

京山手線の内側を主に法人ユーザを中心とした XGP のエリア限定サービスを

開始し、同年 10 月に一般ユーザにも開放した本格サービスを開始している。

その後、エリアを順次拡大し、現在は東京、名古屋、大阪などの高トラヒッ

クエリアを中心に展開している。また、サービス開始以来、一般ユーザや法

人ユーザのモバイルデータ通信などで利用されている他、あわせて XGP をさ

まざまな用途で活用するため、関係団体と鉄道沿線ネットワークや都市の

ICT インフラ等、アプリケーションの共同実験を実施している。 

地域 WiMAX については、地域が主体となって当該地域の特性、ニーズに応

じたブロードバンドサービスを提供することにより、デジタル・ディバイド

の解消、地域の公共サービスの向上等、当該地域の公共の福祉の増進に寄与

することを目的とした無線通信サービスであり、平成 20 年度に制度化され、
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全国各地で 47 事業者、九州管内でも８事業者（平成 23 年３月末現在）が無

線局免許を取得している。 

 

（イ）道路交通情報通信システム（VICS ビーコン） 

道路交通情報通信システム（VICS ビーコン）は、主に高速道路や幹線道路

上に設置されており、無線により渋滞や交通情報などを提供するシステムで

ある。九州管内における VICS ビーコンの無線局数は、平成 22 年３月におい

て、307 局となっており、平成 19 年３月における 296 局と比べほぼ横ばいと

なっている。今後も引き続き、需要が継続されるものと予想される。 

 

（ウ）2.4GHz 帯アマチュア無線 

アマチュア無線全体の利用者が減少傾向にある中、2.4GHz 帯の使用するア

マチュア局においても、九州管内の平成 22年３月の局数が 2,092局と平成 19

年３月の無線局数と比べると約 33.8％減少しており、今後も徐々にその利用

者が減っていくものと考えられる。 

 

（エ）2.4GHz 帯移動体識別 

2.4GHz 帯移動体識別システムにおいては、構内無線局と免許を要しない特

定小電力無線局の２種類がある。構内無線局の無線局数は、平成 22 年３月に

おいて 74 局となっており、平成 19 年３月における 124 局と比べ、減少して

いる。また、免許を要しない特定小電力無線局の技術基準適合証明数・工事

設計認証された機器の出荷台数は、平成 22 年度の調査（平成 19 年度～平成

21 年度までの３カ年における総出荷台数）において 76,394 万台となっており、

平成 19 年度の調査（平成 16 年度～平成 18 年度までの３カ年における総出荷

台数）における 18,409 台と比べ、約 4.1 倍と増加している。 

 

（オ）2.4GHz 帯小電力データ通信システム 

免許を要しない無線局の技術基準適合証明数・工事設計認証された機器の

出荷台数は、平成 22 年度の調査（平成 19 年度～平成 21 年度までの３カ年に

おける総出荷台数）において約 39,147 万台となっており、平成 19 年度の調

査（平成 16 年度～平成 18 年度までの３カ年における総出荷台数）における

約 17,544 万台と比べ、約 2.2 倍と増加している。今後、家庭内・オフィス内

でのワイヤレス化が進む中、携帯端末やパソコンをはじめ、ゲーム機や家電

製品等、様々な用途における利用拡大が予想される。 

 

③ 周波数割当ての動向 

本周波数区分は、国際的には主に移動、放送衛星、移動衛星（地球から宇宙）（宇

宙から地球）及び電波天文の各業務に一次業務として、アマチュア業務に二次業務

として分配されている他、一部が ISM バンドとなっており、国内の現在の周波数割

当状況は図-九-6-6 のようになっている。 
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図-九-6-6 2.4～2.7GHz 帯の主な周波数使用状況 

 

産業科学医療用（ISM)

無線LAN等

アマチュア

IMT‐2000プランバンド

広帯域移動無線
アクセスシステム

2400MHz 2700MHz

2
5
5
5

2
6
2
5

2
6
9
0

2
6
5
5

2
5
0
0

2
4
9
7

2
4
5
0

2
5
3
5

移動衛星↓ 移動衛星↑ 電波天文電波ビーコン
（VICS)

 
 

 

（ア）広帯域移動無線アクセスシステム 

広帯域移動無線アクセスシステムの技術基準は、平成 19 年６月に移動通信

利用について、同年８月には固定利用についてそれぞれ制度整備がなされ、

広帯域移動無線アクセスシステムの周波数として、移動通信（全国展開）用

に 2545-2575MHz（30MHz 幅）及び 2595-2625MHz（30MHz 幅）が、各地域用（地

域 WiMAX）として 2575-2595MHz のうちガードバンドを除く 10MHz 幅が割当て

られている。 

また、平成 21 年 11 月に小電力レピータの導入、平成 23 年４月に 100Mbps

程度の高速サービスの提供を可能にするための高度化等を行っており、今後、

ワイヤレスブロードバンド環境の実現に向けて、更なるシステムの高度化及

び周波数の追加割当（2625-2660MHz）のための技術基準を速やかに策定し、

平成 24 年中の実用化に向けて取り組むことが適当である。 

 

図-九-6-7 広帯域移動無線アクセスシステムの使用周波数帯 
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※ 2545～2555MHzの帯域は、平成26年12月31日までの間は屋内利用に限定。
 

 

平成 19 年８月には、移動通信（全国展開）の周波数を使用する特定基地局

の開設に関する指針に基づく開設計画の申請が開始され、同年 12 月に

2545-2575MHz（30MHz 幅）にはウィルコム（次世代 PHS 方式）が、2595-2625MHz

（30MHz 幅）にはワイヤレスブロードバンド企画（現：UQ コミュニケーショ

ンズ；モバイル WiMAX 方式）に対して同計画の認定が行われた。その後、試

験サービスとして、平成 21 年２月から UQ コミュニケーションズが、同年４
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月からウィルコムがそれぞれ運用を開始し、同年 7 月より UQ コミュニケーシ

ョンズが、同年 10 月からウィルコムがそれぞれ正式に運用を開始している。

なお、ウィルコムによる XGP 事業の吸収分割の実施に伴い、同社が認定を受

けた開設計画については平成 22 年 12 月に Wireless City Planning に承継さ

れている。 

また、地域用には、地域 WiMAX として全国各地で 47 事業者、九州管内では

８事業者（平成 23 年３月末現在）が無線局免許を取得している。 

 

（イ）2.6GHz 帯衛星デジタル音声放送（モバイル放送） 

モバイル放送株式会社は、平成 16 年 10 月より 2.6GHz 帯衛星デジタル音声

放送サービスを開始したが、十分な加入者数の獲得に至らず、事業の継続が

困難と判断し、平成 21 年３月をもって放送終了した。今後、衛星放送の需要

が見込めないこと、また、移動体通信システムの需要が高まる中、ワイヤレ

スブロードバンド実現に向けた周波数確保を図るため、当該周波数帯域

(2625-2655MHz)を移動通信システム用へ割り当てることが適当である。 

 

 

（４）総合評価  

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、2.4GHz 帯小電力デー

タ通信システムをはじめとする多数の無線局により稠密に利用されていること、各

システムの利用状況や管理体制の整備状況及び国際的な周波数割当てとの整合性等

から判断すると、概ね適切に利用されている。 

広帯域移動無線アクセスシステムなどの需要増加を踏まえ、今後、ワイヤレスブ

ロードバンド環境の実現に向けて、更なるシステムの高度化及び周波数の拡張を行

うための技術基準を速やかに策定し、平成 24 年中の実用化に向けて取り組むことが

適当である。なお、新たな移動通信システムへの需要への対応に向けた周波数確保

を図るため、2.6GHz 帯衛星デジタル音声放送の終了に伴い、使用していた周波数を

新たに移動通信システム用周波数として確保することが適当である。 
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第７款 2.7GHz 超 3.4GHz 以下の周波数の利用状況【九州】 

 

（１）2.7GHz 超 3.4GHz 以下の周波数を利用する主な電波利用システム 

 

① 無線局免許等を要する電波利用システム 

電波利用システム名 免許人数 無線局数 

ASR（空港監視レーダー） 1 9 

位置及び距離測定用レーダー（船位計） 0 0 

3GHz 帯船舶レーダー 88 114 

実験試験局その他（2.7-3.4GHz） 0 0 

合  計 89 123 

 

 

（２）無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、3GHz 帯船舶レ

ーダーが 92.7％と最も高い割合となっており、ASR（空港監視レーダー）が 7.3％と

なっている（図-九-7-1）。 

 

図-九-7-1 九州管内における無線局数の割合 

*1　グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値が100%にならないことがある。
*2　グラフ中で無線局数の割合が0.05%未満の場合は、0.0%と表示している。

3GHz帯船舶レーダー

92.7% (114局)

ＡＳＲ（空港監視ﾚｰﾀﾞｰ）

7.3% (9局)

 

 

九州管内における電波利用システムごとの無線局数の割合をみると、3GHz 帯船舶

レーダーが 92.7%と最も高く、北陸管内（100％）、四国管内（98.6％）、中国管内

（96.8％）に次いで高い割合なっている（図-九-7-2）。 
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図-九-7-2 各総合通信局管内における無線局数の割合

*1  グラフ中で無線局数の割合が0.05%未満の場合は、0.0％と表示している。
*2　グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*3  表は全国の値を表示している。
*4  表中で無線局数の割合が0.005%未満の場合は、0.00％と表示している。
*5  該当システムが存在しない場合は、無線局数の割合を〔-〕と表示している。
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平成 19年度に実施した電波の利用状況調査による各電波利用システム別の無線局

数と今回の調査による無線局数とを比較すると、3GHz 帯船舶レーダーが 103 局から

114 局へと微増しており、ASR（空港監視レーダー）については横ばいである（図-

九-7-3）。ASR（空港監視レーダー）については、全国の約３割を占めており、全国

で最も多い。これは、九州が離島を多く抱えることから、管内に全国の４分の１の

空港が所在するためである。 
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図-九-7-3 システム別の無線局数の推移（経年比較）

*1　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
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九州管内における無線局数の推移については、四国管内（25.6％増）、近畿管内

（16.5%増）と同様に 9.8％増となっている（図-九-7-4）。 

 

図-九-7-4 各総合通信局管内における無線局数の推移（経年比較） 

*　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
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各電波利用システムごとの人口１万人あたりの無線局数について、平成19年度に

実施した電波の利用状況調査による無線局数と今回の調査による無線局数とを比較

してみると、3GHｚ帯船舶レーダーについては 0.08 局から 0.09 局に増加している

（図-九-7-5）。 

 

図-九-7-5 システム別の人口 1 万人あたりの無線局数（経年比較） 

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2  0.005未満については、0.00と表示している。

ＡＳＲ（空港監視ﾚｰﾀﾞｰ）
位置及び距離測定用レー

ダー（船位計）
3GHz帯船舶レーダー 実験試験局（2.7‐3.4GHz） その他（2.7‐3.4GHz）

平成19年度 0.01 － 0.08 － －

平成22年度 0.01 － 0.09 － －

0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

0.07

0.08

0.09

0.10

平成19年度 平成22年度

（無線局数）

 

 

 

（３）総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

① 電波に関する技術の発達の動向 

「第４章 周波数区分ごとの評価結果」を参照。 

 

② 電波に関する需要の動向 

本周波数区分を使用する電波利用システムのうち、ASR（空港監視レーダー）によ

る周波数需要については、空港や航空機の数が大幅に増える等の変化がない限り、

今後も現在の状況に大きな変化はないものと思われる。 

位置及び距離測定用レーダー（船位計）については、３GHz 帯のほか、５GHz 帯及

び９GHz 帯の周波数も割り当てられており、平成 21 年度電波の利用状況調査

（3.4GHz 以上）の結果によると、３GHz 帯、５GHz 帯又は９GHz 帯のいずれの周波数

もほとんど利用されていない状況となっている（表-九-7-1）。本システムの今後の

需要動向を踏まえつつ、他のシステムへの代替又は廃止を含めて検討することが必

要である。 
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表-九-7-1 位置及び距離測定用レーダー（船位計）の無線局数 

（単位：局） 

周波数帯域 ３GHz 帯 ５GHz 帯 ９GHz 帯 

平成 22 年度 無線局数 0 0（注 1） 0（注 1）

平成 19 年度 無線局数 0 0（注 2） 8（注 2）

（注 1）平成 21 年度電波の利用状況調査の結果における値 

（注 2）平成 18 年度電波の利用状況調査の結果における値 

 

船舶レーダーについても、３GHz 帯のほか、５GHz 帯及び９GHz 帯の周波数が割り

当てられており、平成 21 年度電波の利用状況調査（3.4GHz 以上）の結果を踏まえれ

ば、３GHz 帯及び５GHz 帯は９GHz 帯ほど利用されていない状況にある（表-九-7-2）。

これは、設備の小型化や高分解能による小物標の探知能力の面において９GHz 帯を

使用するものが優位であること等から、船舶登録数の多い漁船や小型船舶で多く利

用されているためである。 

３GHz 帯船舶レーダーは、到達距離が長く降雨による影響が少ないこと等から、

SOLAS 条約により、搭載が義務付けられている大型船舶以外においても自主的に搭

載している場合がある。 

 

表-九-7-2 船舶レーダーの無線局数 

（単位：局） 

周波数帯域 ３GHz 帯 ５GHz 帯 ９GHz 帯 

平成 22 年度 無線局数 114 0（注 1） 10,299（注 1）

平成 19 年度 無線局数 103 0（注 2） 11,203（注 2）

（注 1）平成 21 年度電波の利用状況調査の結果における値 

（注 2）平成 18 年度電波の利用状況調査の結果における値 

 

③ 周波数割当ての動向 

本周波数区分は、国際的に航空無線航行、無線航行、無線標定等の各業務が一次

業務として、地球探査衛星、宇宙研究等の業務が二次業務として分配されており、

我が国の国内分配もほぼ同様のものとなっている。 

 

（４）総合評価  

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、本周波数区分を使用

する各システムの利用状況や管理体制の整備状況及び国際的に主として無線標定業

務と無線航行業務に分配された周波数帯であることとの整合性等から判断すると、

概ね適切に利用されている。 

また、本周波数区分の電波利用システムの多くは、国際的に使用周波数等が決め

られたシステムであることなどから、他の電気通信手段への代替及び他の周波数帯

への移行は総じて困難である。 

各種レーダーについては、更なる周波数の有効利用を図るため、国際的な整合性

及び国際マーケットを考慮しつつ、スプリアス低減技術等の導入に向け、早期に制

度改正の検討を進めることが望ましい。また、位置及び距離測定用レーダー（船位

計）については、現在、利用されていないことから、今後の需要動向を調査・分析

し、他のシステムへの代替の可能性又は廃止を含めて検討することが望ましい。 
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